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令和３年１２月９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和２年（行ウ）第３１４号 再審査棄却命令取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和３年９月９日 

判決 

原告       株式会社Ｘ 

被告       国 

処分行政庁    中央労働委員会 

被告補助参加人  Ｚ組合 

主文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用（補助参加によって生じた費用を含む。）は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

 中央労働委員会が中労委平成３０年（不再）第２０号事件について令和

２年７月１日付けで発した命令を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，原告の従業員の一部が加入する労働組合である被告補助参加人

が，原告において，団体交渉に誠実に対応せず，また，被告補助参加人の

組合員を不当に解雇したことなどが労働組合法（以下「労組法」という。）

７条１号ないし３号の不当労働行為に該当するとして東京都労働委員会（以

下「都労委」という。）に対し救済を申し立て，都労委が，当該申立てを一

部認容する救済命令を発したため，原告がこれを不服として中央労働委員

会（以下「中労委」という。）に再審査を申し立てたところ，中労委が，団

体交渉における原告の対応は労組法７条２号の不当労働行為に，被告補助

参加人の組合員らを原告が解雇したことなどは同条１号本文前段又は同条

３号本文前段の不当労働行為にそれぞれ該当するとして，原告に対し，都
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労委の救済命令の内容を一部変更した再審査命令を発したことから，原告

が，中労委の再審査命令には事実認定及び法的評価を誤った違法があると

して，その取消しを求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実及び弁論の全趣旨により容易に認

めることができる事実。） 

(1) 当事者等 

ア 原告は，産業廃棄物の収集運搬業及び処理業等を目的として昭和５

５年２月に設立された株式会社であり，創業以来，Ｂ１（以下「Ｂ１

社長」という。）が代表者を務めている。原告は，令和元年１０月１

日の時点で８０名の従業員を有しており，埼玉県入間市内に産業廃棄

物の収集運搬に使用するダンプカーの管理等を行う事業所（以下「配

車センター」という。）を，東京都西多摩郡瑞穂町内に営業・総務等

の事務部門の業務を行う「企画室」と称される事業所を，同町内（２

か所），東京都国立市内及び神奈川県大和市内の合計４か所に産業廃

棄物の処理等を行うリサイクル工場をそれぞれ設置していた。なお，

原告は，肩書所在地に本店を置いていたが，同所はＢ１社長の居宅で

あり，東京都西多摩郡瑞穂町のリサイクル工場内にＢ１社長が常勤す

る社長室が設けられていた。 

原告の役員は，Ｂ１社長の親族により構成されており，Ｂ１社長の

長男であるＢ２（以下「Ｂ２専務」という。）が取締役に，次男であ

るＢ３が監査役に就任していた。なお，Ｂ１社長の配偶者であるＢ４

（以下「Ｂ４取締役」という。）も，平成２７年当時，原告の取締役

に就任していたが，令和２年１１月１３日に死亡した。 

イ 被告補助参加人（以下「本件組合」という。）は，業種を問わず東

京都三多摩地区の企業に雇用される労働者により構成されている合同

労働組合であり，平成２７年当時，Ａ１（以下「Ａ１委員長」という。）
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が委員長を，Ａ２（以下「Ａ２書記長」という。）が書記長をそれぞ

れ務めていた。 

原告の従業員らの一部は，平成２７年６月１３日，本件組合に加入

し，その頃，原告の事業所内において，本件組合の下部組織であるＣ１

分会（以下「本件分会」といい，本件組合と併せて「本件組合等」と

いう。）を結成した。本件分会には，同月２０日の時点で１１名の原

告の従業員が所属し，分会長にはＡ３（以下「Ａ３分会長」という。）

が，副分会長にはＡ４（以下「Ａ４」という。）が，書記長にはＡ５

（以下「Ａ５」という。）が，会計にはＡ６（以下「Ａ６」という。）

が，会計監査にはＡ３分会長の配偶者であるＡ７（以下「Ａ７」とい

い，Ａ３分会長と併せて「Ａ３夫妻」という。また，Ａ３夫妻とＡ６

を併せて，以下「Ａ３分会長ら３名」という。）が，それぞれ就任し

た。なお，Ａ３分会長は平成２４年１１月１６日に，Ａ７は同年１０

月１６日に，Ａ６は平成２６年４月１日に，それぞれ日給制のダンプ

カー運転手として原告に雇用された者である。 

(2) 原告の従業員(ダンプカー運転手)の業務内容及び就業規則の定め 

ア 原告は，ダンプカーを複数台保有しており，これを雇用していたダ

ンプカー運転手ごとに１台ずつ割り当て，それぞれ産業廃棄物の収集

運搬の業務に従事させていた。なお，ダンプカーのエンジンキーのう

ちスペアキーは原告が保管していたが，マスターキー（以下単に「ダ

ンプカーの鍵」という。）はダンプカー運転手に交付され，各自の保

管に委ねられていた。 

  原告に雇用されていたダンプカー運転手は，通常，配車係の担当者

から前日夕方頃に翌日分の配車予定（業務内容）を指示され（以下，

配車係のダンプカー運転手に対する業務内容の指示を「配車指示」と

いう。），当該指示に基づいて産業廃棄物の収集運搬を行っていた。な
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お，ダンプカー運転手の業務及び配車等の業務はＢ２専務が統括して

おり，また，平成２７年７月１日以後は，Ｂ５（以下「Ｂ５」という。）

が配車係を担当していた。 

イ 平成２７年９月当時の原告の就業規則（以下「本件就業規則」とい

う。）には，次の定めが存する。 

(ｱ) 第２１条（年次有給休暇） 

① １項 従業員に対し，以下の表に従い年次有給休暇を与える。

ただし，直前１年間（入社後最初の付与の際は６か月）の出勤率

が８割に満たない者を除く。（表の表記は省略。ただし，同表に

は勤続年数が１年６か月の者については１１日の休暇を付与する

旨の記載がある。） 

② ２項ないし５項 省略 

    (ｲ) 第３６条（解雇） 

従業員が，次の各号の一に該当するときは解雇する。 

１号 身体または精神の障害により，職務に堪えられないと認め

られたとき 

２号 従業員の就業状況または勤務成績が著しく不良で，就業に

適さないと認められるとき 

３号 第７条に定める試用期間中の者について，従業員として不

適格と認めたとき 

４号 事業の縮小，設備の変更等により，剰員を生じたとき 

５号 天災事変その他の事由により，事業の継続が不可能となっ

たとき 

６号 その他前各号に準ずる，やむを得ない事由があるとき 

    (ｳ) 第４８条（賃金） 

従業員の賃金に関する事項は別に定める賃金規程による。（判決
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注：ただし，平成２７年９月当時，原告は賃金規程を備えておらず，

賞与の支給の有無及び金額はＢ１社長の裁量により決定されていた。） 

  (3) 本件分会の結成及び本件組合等の都労委に対する救済申立てに至る経

緯等 

ア Ａ１委員長及びＡ２書記長並びにＡ３分会長及びＡ６は，平成２７

年７月３０日午前１０時３０分頃，事前に訪問予定を告げることなく

原告の社長室が置かれていた東京都西多摩郡瑞穂町のリサイクル工場

を訪れ，Ｂ１社長に対し，「分会結成通知ならびに団体交渉申し入れ

書」と題する文書（以下「本件団交申入書」という。）を交付して団

体交渉を申し入れた（以下「本件団交申入れ」という。）。その際，Ａ６

は，本件団交申入れ時のＢ１社長とＡ２書記長とのやり取りをビデオ

カメラで撮影した（以下「本件撮影行為」という。）。 

イ 配車係のＢ５は，同日，Ｂ２専務と相談の上，Ａ３分会長ら３名及

び本件組合等の組合員であったＡ８（ダンプカー運転手。以下「Ａ８」

という。）に対する翌日分（同月３１日分）の配車指示を行わなかっ

た（以下「７月３１日の配車不指示」という。）。 

なお，Ａ３分会長ら３名については，同日は配車指示がされなかっ

たことから，勤怠上は「会社都合休み」として扱われ，調整手当とし

て日給額の６割が支払われた。 

これに対し，本件組合等は，同日，Ｂ１社長及びＢ２専務に対し，

７月３１日の配車不指示は本件組合等に対する不当労働行為に当たる

として抗議し，かかる不当労働行為を継続しないよう警告する旨が記

載された「抗議並びに警告書」と題する書面をファクシミリで送信し

た。 

ウ Ｂ１社長は，同年８月１日昼頃，Ｂ２専務及びリサイクル工場の工

場長らを招集して会議を開催し，本件分会が結成されたこと及び本件
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団交申入れの状況等について説明したが，その際，今後，本件組合等

との交渉は弁護士に委任して行うことになるため，そのための費用が

かかることなどについて言及した（ただし，同会議の際に，Ｂ１社長

から組合対応に高額の弁護士費用を要することを理由に従業員に対す

る夏季賞与の支給を行わない旨の発言（以下「８月１日のＢ１社長発

言」という。）があったか否かは，後記３(2)のとおり当事者間に争い

がある。）。 

エ 上記ウの会議に同席していたＢ５は，同月１日，会議終了後，Ａ３

分会長に対し，同人らが本件分会を結成したことに対して否定的ない

し消極的な意見を述べた（以下「８月１日のＢ５発言」という。）。 

さらに，Ｂ５は，同月３日，原告の従業員であるＢ６（以下「Ｂ６」

という。）と共に，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対し，上記ウの会議

において，Ｂ１社長が今後は本件組合等との交渉は弁護士が行うこと

となるが，その費用を支出する都合上，従業員に夏季賞与は支払えな

いかもしれないなどと述べていたなどと告げ，夏季賞与が支給されな

かった場合の責任は本件組合等にある旨の発言をした（以下「８月３

日のＢ５及びＢ６発言」という。）。 

オ 本件組合等は，同月５日，原告に対し，８月１日のＢ５発言及び８

月３日のＢ５及びＢ６発言は，原告の本件組合等に対する不当労働行

為となり得るとして，かかる発言をやめさせることを求める旨が記載

された「申入書」と題する文書及び原告の従業員に対して例年どおり

夏季賞与を支給することを求める旨が記載された「夏季一時金要求書」

と題する文書（以下「８月５日付け文書」という。）をそれぞれ交付

した（以下，上記の夏季賞与の支給の求めを「本件夏季賞与申入れ」

という。）。 

カ Ａ６及びＢ６は，同月７日，Ａ６が運転するダンプカーにＢ６が建



- 7 - 

設機械（油圧ショベル）で土砂を積み込んでいた際，Ｂ６が建設機械

でダンプカーを押したり揺すったりしたか否かについて言い争いとな

ったため（以下「８月７日のＡ６・Ｂ６間のトラブル」という。），社

長の裁断を求めようと２人でＢ１社長の下に赴いた。その際，Ｂ１社

長は，Ａ６に対し，原告が保有しているダンプカーの台数を減らすこ

とを考えており，それに併せてダンプカー運転手にも辞めてもらうこ

とになる旨の発言をした（ただし，同発言の機会に，Ｂ１社長からＡ６

に対し本件組合等を辞めるか原告を退職するかどちらかにせよとの発

言（以下「８月７日のＢ１社長発言」という。）があったか否かにつ

いては，後記３(4)のとおり当事者間に争いがある。）。 

キ 本件組合等は，同月１１日，都労委に対し，原告との間の団体交渉

の促進及び原告の不当労働行為の中止を調整事項とするあっせんの申

請を行い（平成２７年都委争第５４号），同月１２日，原告に対し，

本件団交申入書記載の事項のほか，夏季賞与の支給，不当労働行為等

を議題として団体交渉を求める旨が記載された「団体交渉開催要求再々

申入書」と題する文書を提出した。 

ク Ｂ５は，同月１１日，Ｂ２専務と協議の上，Ａ３分会長ら３名及び

Ａ８に対する同月１７日（原告の夏季休業期間明けとなる日）分の配

車指示を行わなかった（以下「８月１７日の配車不指示」という。）。 

なお，原告は，同月１７日に配車がないものとして出社しなかった

Ａ３分会長ら３名及びＡ８を「会社都合休み」として取り扱い，調整

手当として日給額の６割を支払った。 

ケ Ｂ５は，同月２０日，Ａ３分会長に対し，Ａ７，Ａ６及びＡ８に割

り当てられていたダンプカーの鍵を原告に返却するよう求めた（以下

「８月２０日の鍵の返却要求」という。なお，Ａ３分会長に割り当て

られていたダンプカーの鍵は，同日時点で原告に返却済みであった。）。 
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コ 原告は，同月２１日，本件組合等に対し，本件組合等が都労委に対

して行った前記キのあっせんの申請を承諾する旨を通知した。 

サ 本件組合等は，同月２４日，原告に対し，８月２０日の鍵の返却要

求の理由について説明等を求めるとともに，同事項に関する団体交渉

を求める旨が記載された「鍵の返却問題団体交渉申入書」と題する文

書（以下「８月２４日付け申入書」という。）を提出した。 

シ 本件組合等は，同月２４日，都労委に対し，以下の原告の行為がそ

れぞれ労組法７条各号の不当労働行為に該当するとして救済の申立て

をした（東京都労委平成２７年（不）第８０号。以下「本件申立て」

という。なお，本件組合は，平成２９年７月１９日，同月１７日にＡ８

が本件組合等を脱退したとして，以下の②及び⑧のうちＡ８に関する

部分に係る救済申立てを取り下げた。）。 

① 本件団交申入書，８月５日付け文書に対する原告の対応 

② ７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指示 

③ ８月１日のＢ１社長発言 

④ ８月１日のＢ５発言 

⑤ ８月３日のＢ５及びＢ６発言 

⑥ ８月７日のＡ６・Ｂ６間のトラブル 

⑦ ８月７日のＢ１社長発言 

⑧ ８月２０日の鍵の返却要求 

(4) Ａ３分会長ら３名の解雇及び本件申立てに係る申立事項の追加に至る

経緯等 

ア 本件組合等は，平成２７年８月２８日，原告に対し，Ａ３夫妻及び

Ａ８について，同月２９日から同年９月４日までのうち休日を除いた

６日分の年次有給休暇の取得を申請するとともに，Ａ６について，原

告の不当労働行為に抗議するため，同年８月２９日（土曜日）及び同
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月３１日（月曜日）にストライキを行う旨を通知し，その後，Ａ６は

通知どおりストライキを実施した。これに対し，原告は，本件組合等

に対し，Ａ６のストライキは適法なストライキ権の行使とは認められ

ないので，出社しない場合には無断欠勤として扱う旨を回答した。そ

のため，本件組合等は，原告に対し，Ａ６のストライキを認めないと

する取扱いに対し抗議するとともに，ダンプカーの鍵は原告による不

当労働行為の疑いがなくなり次第返却するなどと通知した。 

イ 原告及び本件組合等は，同年９月２日，都労委において実施された

第１回あっせん期日に出頭し，同月１４日の第２回あっせん期日にお

いて，あっせん員による立会団体交渉を実施することに合意した。 

ウ 本件組合等は，同月２日，原告に対し，Ａ６について，原告の不当

労働行為に抗議するため，同月１日から同月１４日までの間，ストラ

イキを行う旨を通知し，その後，Ａ６は通知どおりストライキを実施

した。これに対し，原告は，同月３日，本件組合等に対し，Ａ６のス

トライキは適法なストライキ権の行使とは認められないので，出社し

ない場合には無断欠勤として扱う旨を回答した。 

エ 原告は，同月９日，Ａ７，Ａ６及びＡ８に対しダンプカーの鍵の引

渡しを求める民事訴訟を東京地方裁判所立川支部に提起した（同裁判

所同支部平成２７年（ワ）第１９５８号。以下「別件訴訟」という。）。 

オ 原告は，同月１０日，本件分会の組合員を含む原告の従業員に対し

平成２７年度の夏季賞与を支給したが，支給時期は例年よりも１か月

程度遅れ，また，支給額も前年度同期の夏季賞与額の半額程度にとど

まった（以下「本件夏季賞与支給」という。）。 

カ 本件組合等は，同月１３日，原告に対し，Ａ３夫妻について，原告

の不当労働行為に抗議するため，同月１４日にストライキを行う旨を

通知し，その後，Ａ３夫妻は通知どおりストライキを実施した。 
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キ 同月１４日に開催された都労委の第２回あっせん期日において，あ

っせん員の立会による原告と本件組合等の立会団体交渉が行われた（以

下「本件団交」という。）。原告代理人は，本件団交の席上，夏季賞与

の支給が例年より遅れ，かつ，例年の半額程度となった理由について，

賞与の支給は労働契約上定められておらず，Ｂ１社長の経営上の裁量

で恩典として支給されているものであって，履行期についても定めは

なく，したがって，本件組合等が提示を要求する賞与の額を決めた根

拠となる経営資料等についても開示の必要はない旨の説明を行い，Ｂ１

社長も同趣旨の説明をした。 

ク 原告は，同日，本件団交の終了時に，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に

対し，解雇通知書を交付し，同年１０月１４日付けで普通解雇する旨

を通知した（以下「本件解雇」という。）。 

上記の解雇通知書（ただし，Ａ８に関するものを除く。）には，要

旨，Ａ３分会長ら３名共通の解雇理由として「就業規則第３６条各号

に準ずる，やむを得ない事由があるとき（第３６条第６号）にあたる

ため。」と記載され，さらに，Ａ３分会長については下記①及び②が，

Ａ７については下記①ないし③が，Ａ６については下記①ないし④が，

各人の個別の解雇理由として記載されていた（以下，上記の個別の解

雇理由を「解雇理由①」のように表記する。）。 

記 

① 平成２７年７月３０日，突然，アポイントメントなく会社社長室

を訪れ，了承，許可なく一方的にビデオ撮影を開始し，ボイスレコ

ーダーによる録音を行い，業務の平穏を害した。また，その後も録

音を行い，今後も行う見込みである。原告では，事業を行うに当た

り，第三者への開示があってはならない情報や独自のノウハウ等が

あるところ，貴殿らが常に秘密録音を行う限り，適切な業務活動を
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行うことができない。 

② 雇用関係を維持するためには労使の信頼関係の存在が不可欠であ

るところ，今回の件により，原告と貴殿と相互の信頼関係が破たん

した。また，他の労働者との間でのトラブルも発生している。この

まま雇用を継続するときには，会社内外で事故を発生させ，ひいて

は，貴殿あるいは社内外の第三者の生命，身体，財産を害するおそ

れがある（特に死亡事故や重篤な事故が発生した場合には原告とし

て取り返しがつかないことになる。）。 

③ 原告は，貴殿に対し，同年８月２０日以降，会社車両の鍵の返却

を求めたが，本日まで鍵の返却を一切行わない。 

④ 貴殿は，有給休暇取得後の同年９月１日から１４日までの間，ス

トライキを主張して業務を一方的に放棄した。 

ケ 本件組合等は，同年９月１７日，原告に対し，本件解雇の通知以後，

Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対する配車指示をせず，また，Ａ３分会

長ら３名及びＡ８が同月１５日及び１６日に欠勤したことについて無

断欠勤と扱ったことに抗議するとともに，Ａ８について，同月１８日

に有給休暇を取得する旨，Ａ３分会長ら３名について，原告による不

当解雇に抗議するため，同日にストライキを行う旨を通知し，その後，

Ａ３分会長ら３名は通知どおりストライキを実施した。 

  これに対し，原告は，同日，本件組合等に対し，Ａ８の有給休暇の

取得は認めるが，Ａ３分会長ら３名及びＡ８について休業命令や自宅

待機命令等を行った事実はなく，無断欠勤とする取扱いの撤回には応

じられない旨，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対する本件解雇は正当で

あり，ストライキ権の行使は適法なものとは認められない旨を通知し

た。 

コ Ａ３分会長ら３名及びＡ８は，同月１９日，原告に対し，本件解雇
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には同意しない旨が記載された通知書を交付した。原告は，同日，Ａ３

分会長ら３名及びＡ８が出社したのを受け，Ａ３分会長ら３名には施

設内の草むしりを，Ａ８にはホイール磨き及び配送業務を命じたが，

Ａ３分会長ら３名及びＡ８が，いずれも半日ほど上記の作業をしただ

けで早退したとして，勤怠上，同人らを無断早退と取り扱った。 

なお，原告は，同日，Ａ８からダンプカーの鍵の返却を受けたため，

その頃，Ａ８に対する別件訴訟に係る訴えを取り下げた。 

サ 本件組合等は，同月２１日，原告に対し，Ａ３分会長ら３名につい

て，原告の不当解雇に抗議するため，同月２４日にストライキを行う

旨及びＡ３分会長ら３名及びＡ８において原告が不当労働行為をやめ

て組合員らの健康と安全が保障されるまで同月２５日以降の所定労働

日全日を期間としてストライキを行う旨をそれぞれ通知し，その後，

Ａ３分会長ら３名は通知どおりストライキを実施した（以下，本件組

合等によるＡ３分会長ら３名においてストライキを行う旨の各通知及

びその実施を併せて「本件ストライキ権行使」という。）。 

これに対し，原告は，本件ストライキ権行使をいずれも違法なスト

ライキであるとして，Ａ３分会長ら３名が出社しなかった日の勤怠に

ついては，いずれも無断欠勤として取り扱った（以下「本件ストライ

キ対応」という。）。 

シ 本件組合等は，同年１０月３日，本件撮影行為に係る動画データを

「ＹｏｕＴｕｂｅ」（インターネットを利用して動画の投稿，視聴等

をすることができる動画共有サービス。以下「ユーチューブ」という。）

にアップロードした（以下「本件アップロード行為」という。）。 

ス 本件組合は，同月９日，都労委に対し，以下の原告の行為がそれぞ

れ労組法７条各号の不当労働行為に該当するとして，本件申立てに係

る救済を求める事項を追加した（なお，本件組合は，平成２９年７月
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１９日，同月１７日にＡ８が本件組合等を脱退したとして，以下の②

ないし⑥及び⑧のうちＡ８に関する部分に係る救済申立てを取り下げ

た。）。 

① ８月２４日付け申入書による団交交渉の申入れに対する原告の対

応 

② 本件夏季賞与支給 

③ 本件ストライキ対応 

④ 平成２７年９月１５日から１７日までの間，Ａ３分会長ら３名を

無断欠勤として取り扱ったこと 

⑤ 原告が同年９月１９日にＡ３分会長ら３名に草むしりを指示した

こと 

⑥ 原告が同日の作業を切り上げたＡ３分会長ら３名を無断早退とし

て取り扱ったこと 

⑦ 原告がＡ６の同年１０月２日から１４日までの有給休暇の申請を

不承認としたこと 

⑧ 本件解雇 

  (5) 初審命令及び本件救済命令の内容等並びに本件訴訟に至る経緯 

ア 都労委は，平成３０年２月２０日付けで，本件申立て（前記(4)ス

の追加申立て分を含む。）について，(ｱ)本件団交の際の８月５日付け

文書に対する原告の対応（前記(3)シ①），(ｲ)７月３１日及び８月１

７日の配車不指示（前記(3)シ②），(ｳ)８月１日のＢ１社長発言（前

記(3)シ③），(ｴ)８月３日のＢ５及びＢ６発言（前記(3)シ⑤），(ｷ)８

月７日のＢ１社長発言（前記(3)シ⑦），(ｶ)本件夏季賞与支給（前記(4)

ス②），(ｷ)本件ストライキ対応（前記(4)ス③）及び(ｸ)本件解雇（前

記(4)ス⑧。以下，上記(ｱ)ないし(ｸ)に係る原告の行為を併せて「本

件各行為」という。）が労組法７条各号の不当労働行為を構成すると
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して，原告に対し，①Ａ３分会長ら３名に対する７月３１日及び８月

１７日分の賃金相当額（既払調整手当額を控除した差額）の支払，②

Ｂ１社長又は従業員による本件組合等への支配介入の禁止，③Ａ３分

会長ら３名に対する夏季賞与未払分相当額の支払，④Ａ３分会長ら３

名に対する本件解雇の撤回，原職復帰及びバックペイ相当額の支払，

⑤文書交付及び掲示を内容とする救済命令を発し（以下「初審命令」

という。），平成３０年２月２２日，原告及び本件組合等に対し命令書

（写し）を交付した。 

イ 原告は，同年４月２日，初審命令を不服として，中労委に対し，初

審命令のうち救済部分の取消し及びこれらに係る救済申立ての棄却を

求めて再審査を申し立てた（中労委平成３０年（不再）第２０号）。 

  中労委は，令和２年７月１日，原告の本件各行為が労組法７条各号

の不当労働行為を構成すると認定し，初審命令に係る救済内容を一部

変更して，別紙主文のとおりの再審査命令を発し（以下「本件救済命

令」という。），本件組合等に対してはその頃に，原告に対しては同月

２８日に，それぞれ命令書（写し）を交付した。 

ウ 原告は，同年８月６日，本件救済命令を不服として，東京地方裁判

所に本件訴訟を提起した。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

(1) ７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指示が労組法７条１

号本文前段の不当労働行為を構成するか否か（争点(1)） 

（被告の主張） 

ア ７月３１日の配車不指示について 

Ａ３分会長ら３名は，７月３１日の配車不指示によって休業した際

に休業手当として日給額の６割相当額の賃金しか受領しておらず，経

済的待遇上の不利益を被った。そして，Ｂ１社長が平成２７年７月３
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０日の本件団交申入れについて強い不快感を示していたことなどから

すれば，７月３１日の配車不指示は，原告が，Ａ３分会長ら３名が本

件分会を結成し，その組合活動として本件団交申入れをしたことを嫌

悪し，これを理由に行ったものであることは明らかである。したがっ

て，７月３１日の配車不指示は，労組法７条１号本文前段の不当労働

行為を構成する。 

これに対し，原告は，本件団交申入れは正当な組合活動には該当し

ないと主張するが，本件組合等の活動が原告との関係で敵対的な目的

及び態様によるものであったとはいえず，また，本件撮影行為も，本

件団交申入れの際のやり取りに関して事後に争いが生じる事態を回避

するとともに，本件組合等の内部資料を作成するという合理的な目的

から行われたものであって，原告を挑発したり原告の業務を妨害した

りする意図はなく，現に本件撮影行為により原告の業務に支障を来し

たということもなかったから，本件団交申入れが組合活動としての正

当性を欠くとはいえない。 

イ ８月１７日の配車不指示について 

上記アと同様に，Ａ３分会長ら３名は，８月１７日の配車不指示に

よって休業した際に休業手当として日給額の６割相当額の賃金しか受

領しておらず，経済的待遇上の不利益を被った。そして，原告は，７

月３１日の配車不指示の後も８月１日のＢ１社長発言及び８月３日の

Ｂ５及びＢ６発言等の一連の不当労働行為を続けていたところ，本件

組合等が同年８月１１日に都労委に対しあっせんの申請をしたことを

契機としてＡ３分会長ら３名に対する配車指示をしなかったものであ

るから，８月１７日の配車不指示も，原告がＡ３分会長ら３名による

組合活動を嫌悪し，これを理由に行ったものであることは明らかであ

る。したがって，８月１７日の配車不指示は，労組法７条１号本文前
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段の不当労働行為を構成する。 

これに対し，原告は，Ａ３分会長ら３名が平成２７年８月１１日に

無断欠勤し，その翌日から始まる原告の夏季休業期間が明ける同月１

７日の出勤の有無が不明であったことから，８月１７日の配車不指示

を行ったと主張するが，Ａ３分会長ら３名は，同月１１日はあらかじ

め欠勤届を提出した上で欠勤しており，また，原告の夏季休業期間明

けの出社予定につきあらかじめ原告に申告すべき義務もないのである

から，Ａ３分会長ら３名が同年８月１１日に欠勤したことは，８月１

７日の配車不指示の合理性な根拠とはなり得ない。 

（原告の主張） 

ア ７月３１日の配車不指示について 

ダンプカー運転手に対する配車ないし業務指示は原告の営業上の裁

量にゆだねられていたから，配車指示をしなかったという一事をもっ

てＡ３分会長ら３名に対する不利益な取扱いがあったことにはならな

い。また，ダンプカー運転手に対する具体的な配車は，配車業務を担

当するＢ５が決定しており，その決定にＢ１社長は関与していない。

この点，Ｂ５は，本件組合等が平成２７年７月３０日に事前の連絡も

なく突然にＢ１社長の下を訪れて本件団交申入れをしたこと，その際

の本件組合等の対応が原告に敵対的な目的及び態様によるものであっ

たこと，Ｂ１社長の許諾も得ずに本件団交申入れの状況をビデオカメ

ラで撮影し（本件撮影行為），Ｂ１社長の肖像権や原告のプライバシ

ーを侵害する行動に及んだことから，本件組合等による本件団交申入

れは正当な組合活動とは解されず，このまま本件分会の組合員らを通

常どおりダンプカーによる産業廃棄物の収集運搬業務に就かせた場合，

組合活動名下にいかなる行動に及ぶか予測できず，取引先に迷惑をか

ける可能性があると考え，Ｂ２専務と協議の上で，応急的措置として
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Ａ３分会長ら３名に対し同月３１日の１日限りで配車指示を停止し，

休業手当が支給される会社都合休業として扱ったものである。したが

って，７月３１日の配車不指示は，原告の営業上の裁量に基づく合理

的かつ相当な対応であって労組法７条１号の不利益な取扱いには当た

らず，本件組合等への嫌悪感に基づいてされたものでもないから不当

労働行為を構成しない。 

イ ８月１７日の配車不指示について 

原告は，Ａ３分会長ら３名に対し，平成２７年８月１日から同月１

０日までは通常どおりの配車指示を行っていたが，Ａ３分会長ら３名

が原告の夏季休業期間（同月１２日から同月１６日まで）の直前であ

る同月１１日に突然欠勤し，夏季休業明けである同月１７日に出社す

るか否かが不明であったことから，同日のダンプカーによる運搬業務

に支障が生ずるのを避けるための応急的措置として，Ａ３分会長ら３

名に対し，同日分の配車指示をせず，休業手当が支給される会社都合

休業として扱ったものである。したがって，８月１７日の配車不指示

も，原告の営業上の裁量に基づく合理的かつ相当な対応であって労組

法７条１号の不利益な取扱いには当たらず，本件組合等への嫌悪感に

基づいてされたものでもないから不当労働行為を構成しない。 

   （本件組合の主張） 

ア ７月３１日の配車不指示は，原告が，Ａ３分会長らが本件分会を

結成し，本件団交申入れを行ったことなどから，本件組合等による

組合活動を忌避する意思（不当労働行為意思）に基づき実施された

ものである。 

イ ８月１７日の配車不指示も，上記アの事実に加え，本件組合等が

同月１１日に都労委にあっせん申請を提出したことなどから，本件

組合等による組合活動を忌避する意思（不当労働行為意思）に基づ
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き実施きれたものである。 

(2) ８月１日のＢ１社長発言の有無及び同発言が労組法７条３号本文前段

の不当労働行為を構成するか否か（争点(2)） 

（被告の主張） 

Ｂ１社長は，平成２７年８月１日に開催された社内の会議において，

本件組合等への対応を弁護士に委任するための費用が必要となるので，

従業員に対する夏季賞与は支給しない旨の発言をした。 

Ｂ１社長の上記発言は，本件組合等に加入していない原告の従業員に

対し，本件分会の結成等が原因で夏季賞与が支払われないことになると

いう印象を抱かせ，本件組合等への反組合的感情を醸成し，組合員と非

組合員の対立をあおるものであり，実際に，上記の発言を契機として，

８月３日のＢ５及びＢ６発言がされたことも踏まえれば，本件組合等の

運営に対する支配介入に当たることは明らかであるから，労組法７条３

号本文前段の不当労働行為を構成する。この点，後日になって夏季賞与

は支給されたが，その金額は前年同期の夏季賞与額の半額程度にとどま

るものであったから，８月１日のＢ１社長発言が不当労働行為に当たる

という被告の主張を左右するものではない。 

（原告の主張） 

Ｂ１社長は，平成２７年８月１日に開催された社内の会議において，

本件組合等への対応を弁護士に委任する上で弁護士費用が必要となるの

で従業員に対する夏季賞与は支払わない旨の発言はしていない。 

Ｂ１社長は，上記の会議において，弁護士を依頼することで高額な費

用が発生することになれば，従業員に対する夏季賞与の支給を含め，経

営者として色々判断しなければならなくなる旨の発言はしたが，これは，

本件組合等が本件団交申入れに際して要求した過去２年分の残業代を支

払うことになれば，原告にとって多大な負担となることから夏季賞与の
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支払の当否も検討せざるを得なくなるという経営者としての見解を述べ

たものにすぎず，現に，原告は，後日，従業員全員に対して夏季賞与を

支給している。したがって，８月１日のＢ１社長発言が労組法７条３号

本文前段の不当労働行為を構成するとはいえない。 

（本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(3) ８月３日のＢ５及びＢ６発言が労組法７条３号本文前段の不当労働行

為を構成するか否か（争点(3)） 

  （被告の主張） 

Ｂ５とＢ６は，８月１日のＢ１社長発言の意を汲み，１時間以上にわ

たり，Ａ３分会長ら３名に対し，原告の従業員に夏季賞与が支給されな

いこととなれば，その責任は本件組合等にある旨を告げて，本件分会の

結成及び本件組合等の組合活動を非難し，けん制した。したがって，８

月３日のＢ５及びＢ６発言は，原告との間で黙示的に意思を連絡し合っ

て行われたものであり，原告による本件組合等の運営に対する支配介入

に当たるから，労組法７条３号本文前段の不当労働行為を構成する。 

  （原告の主張） 

８月３日のＢ５及びＢ６発言は，８月１日のＢ１社長発言を受けてさ

れたものではない。Ｂ５及びＢ６は，同月３日のＡ３分会長ら３名との

面談に際し，Ｂ１社長と事前に打ち合わせ等をしたことはなく，成り行

きでＡ３分会長ら３名と面談し，それぞれが自身の意見を述べたにすぎ

ない。したがって，８月３日のＢ５及びＢ６発言は，原告の発言と同視

することはできず，それゆえ，原告による本件組合等に対する支配介入

にも該当しない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 
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(4) ８月７日のＢ１社長発言の有無及び同発言が労組法７条３号本文前段

の不当労働行為を構成するか否か（争点(4)） 

（被告の主張） 

Ｂ１社長は，平成２７年８月７日，Ａ６に対し，本件組合等を辞める

か原告を退職するかどちらかにせよという発言をした。 

８月７日のＢ１社長発言は，本件組合等の組合員であるＡ６に対し，

組合活動の継続と原告との間の労働契約の継続の二者択一を迫ることで

本件組合等からの脱退を勧奨するものにほかならないから，本件組合等

の運営に対する支配介入に該当し，労組法７条３号本文前段の不当労働

行為を構成する。 

（原告の主張） 

Ｂ１社長は，平成２７年８月７日，Ａ６に対し，本件組合等を辞める

か原告を退職するかどちらかにせよなどとは発言していない。 

仮にＢ１社長のＡ６に対する発言の中に，Ａ６において上記の趣旨と

受け止められる発言があったとしても，かかる発言は，Ｂ１社長が急遽

行われたＡ６との会話の中で，突発的に経営上の不安を述べたにとどま

るものであり，本件組合等の活動を妨害する意図もなく，現に，本件組

合等の運営や活動に与えた影響も皆無である。したがって，８月７日の

Ｂ１社長発言は本件組合等に対する支配介入には該当しない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(5) 本件ストライキ対応が労組法７条１号本文前段及び同条３号本文前段

の不当労働行為を構成するか否か（争点(5)） 

  （被告の主張） 

原告は，Ａ３分会長ら３名のストライキ（本件ストライキ権行使）を

適法なものとして取り扱わず，いずれも無断欠勤として取り扱った。 
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本件ストライキ権行使に至る経緯や本件組合等が発出したストライキ

を行う旨の通知の内容等に照らせば，本件ストライキ権行使は，適式な

手順を踏まえ，原告による不当労働行為に抗議することを目的としてさ

れた正当な争議行為であるから，本件ストライキ対応が本件組合等への

嫌悪に基づいてされた不利益取扱い及び支配介入に該当することは明ら

かであり，労組法７条１号本文前段及び同条３号本文前段の不当労働行

為を構成する。 

  （原告の主張） 

原告は，本件ストライキ対応の一部については，現時点において，Ａ３

分会長ら３名のストライキを適法なストライキとして認め，勤怠記録で

ある休暇申請書の記録簿（以下「申請書記録簿」という。）にもその旨を

記載しているから，当該部分については既に救済の必要性や救済の利益

は失われている。 

他方で，Ａ６が平成２７年９月１日から同月１７日まで行ったストラ

イキについては，Ａ６の有給休暇取得日数はその時点で全て消化済みで

あり，ストライキの名目で休業したにすぎないものといえるから，原告

がこれを違法なストライキに当たるものとして無断欠勤と取り扱ったこ

とは正当であって，本件組合等の正当な組合活動又は組合運営に対する

支配介入には該当しない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(6) 本件夏季賞与支給が労組法７条１号本文前段及び同条３号本文前段の

不当労働行為を構成するか否か（争点(6)） 

（被告の主張） 

本件夏季賞与支給の内容及び支給に至る経緯並びに本件夏季賞与支給

の額及び時期に関する本件団交の際の原告の説明の内容等（前提事実(3)
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エ，オ及びキ並びに同(4)オ，キ）に照らせば，本件夏季賞与支給は，原

告が本件分会の結成及び本件団交申入れを契機として本件組合等を嫌悪

し，Ａ３分会長らが本件組合等の組合員であることや正当な組合活動を

理由として行ったものであって，Ａ３分会長ら及び本件分会に対する不

利益取扱いに当たる。また，本件夏季賞与支給は，原告の従業員に対し，

本件分会の結成等が原因で夏季賞与が半額支給にとどめられたという印

象を抱かせるものであり，本件組合等の弱体化を企図して行われたもの

であるといえるから，本件組合等の運営に対する支配介入に該当する。

したがって，本件夏季賞与支給は，労組法７条１号本文前段及び同条３

号本文前段の不当労働行為を構成する。 

  （原告の主張） 

本件夏季賞与支給に関し，支給額が例年の半額程度に相当する額とな

ったのは本件組合等が本件団交申入れに際して過去２年分の残業代を要

求し，また，労働基準監督署に対し残業代の支給に関する原告の取扱い

に労働基準法違反がある旨を申告したことから，原告において多額の残

業代の負担という不測の支出の可能性が生じたためである。もとより，

賞与の支給はＢ１社長の経営上の裁量に委ねられており，当然に原告の

従業員において賞与請求権を有するものでもなかった。したがって，本

件夏季賞与支給の内容は，原告の経営上の裁量の範囲内の合理的なもの

であり，Ａ３分会長らが本件組合等の組合員であること又は正当な組合

活動を理由とする不利益取扱い及び組合運営に対する支配介入には該当

しない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(7) 本件団交における原告の対応が労組法７条２号の不当労働行為を構成

するか否か（争点(7)） 
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  （被告の主張） 

原告における従前の夏季賞与の支給時期や支給額と比較すれば，本件

夏季賞与支給は異例であり，その当否について８月５日付け文書に基づ

き本件団交の議題とされていたのであるから，原告は，本件団交に際し

ても，本件組合等から本件夏季賞与支給の時期及び金額等について説明

を求められたことに対し，本件組合等の理解と納得が得られるような相

応の説明を行うべき義務があった。しかるに，原告は，本件団交におい

て，本件夏季賞与支給はＢ１社長の裁量によって経営判断として行われ

たものであり，経営状況に関する資料の開示の必要性はないなどと回答

するにとどめたものであるから，団体交渉における誠実交渉義務を尽く

していない。したがって，本件団交における原告の対応は，労組法７条

２号の不当労働行為を構成する。 

（原告の主張） 

原告は，本件団交の際に議題となった８月５日付け文書に係る本件夏

季賞与支給の問題につき，その支給額を例年の半額程度とした理由は経

営判断である旨を回答しており，これ以上に使用者が従業員に対し経営

上の数値を示して賞与金額を算出した根拠を説明すべき義務はない。し

たがって，原告が本件夏季給与支給の問題の説明を上記の回答の程度に

とどめたとしても，労組法７条２号の不誠実交渉には該当しない。 

（本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(8) 本件解雇が労組法７条１号本文前段及び同条３号本文前段の不当労働

行為を構成するか否か（争点(8)） 

（原告の主張） 

本件解雇は，以下のとおり，客観的に合理的な理由があり，社会通念

上相当であって，Ａ３分会長ら３名の組合活動を理由として行われたも
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のではないから，普通解雇として適法，有効である。したがって，本件

解雇は，Ａ３分会長ら３名あるいは本件組合等に対する不利益取扱い及

び支配介入には該当しない。 

ア 解雇理由①（本件撮影行為及び秘密録音）について 

Ａ３分会長ら３名の以下の一連の行為は，本件就業規則３６条６号

の解雇事由に該当する。 

(ｱ) 本件撮影行為について 

本件撮影行為は，Ｂ１社長の了解なく行われたものであるのみな

らず，実質的にも，原告の業務に支障を及ぼすものであり，また，

Ｂ１社長の肖像権や原告のプライバシーを侵害する違法な行為であ

るから，正当な組合活動とはいえない。 

(ｲ) 秘密録音について 

Ａ３分会長ら３名は，業務のあらゆる場面で日常的に秘密録音を

しておりこれにより原告の業務上の秘密等が外部に流出する危険性

を生じさせただけでなく，原告の従業員が常に緊張した状態で業務

遂行しなければならない状況に陥らせることで平穏な営業活動や職

場環境を妨害，破壊したものであって，このような必要性や緊急性

を欠いた秘密録音は正当な組合活動とはいえない。 

イ 解雇理由②（信頼関係の破能）について 

Ａ３分会長ら３名は，本件撮影行為や秘密録音に加え，原告が倒産

するなどといった虚偽の事実を告げて原告の従業員を勧誘し本件分会

を結成するなど正当性を欠く組合活動を継続することで原告の従業員

及び原告との間の信頼関係を破綻させた。それゆえ，Ａ３分会長ら３

名の雇用を継続すれば，社内外で事故を発生させ，原告の他の従業員

だけでなく，第三者の生命，身体，財産も害するおそれがあった。 

ウ 解雇理由③（ダンプカーの鍵の返却）について 
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Ａ７及びＡ６は，原告からダンプカーの鍵の返却を求められたにも

かかわらず，これを直ちに返却しなかった。このことは，緊急性及び

必要性の高い業務命令に対する違反であり，その程度も甚だしく，原

告の業務を不当に滞らせたものである。 

エ 解雇理由④（無断欠勤）について 

中労委が，Ａ６が平成２７年９月１日から同月１４日まで就労しな

かったことについて正当なストライキ権の行使であって，これを無断

欠勤として取り扱うことは相当ではないと判断したことは争わない。 

オ 解雇理由の追加 

本件アップロード行為は，Ｂ１社長の了解なく行われたものである

のみならず，実質的にも，原告の業務に支障を及ぼすものであり，ま

た，Ｂ１社長の肖像権や原告のプライバシーを侵害する違法な行為で

あるから，正当な組合活動とはいえず，かかる事由は，Ａ３分会長ら

３名について本件就業規則３６条６号の解雇事由に該当する。 

また，Ａ３分会長は，これまで，業務によりダンプカーを運転中に

Ａ７の運転するダンプカーに追突するという事故を２度も起こしてお

り，また，Ａ７もＡ３分会長が運転するダンプカーが追走しているこ

とを認識しながら急制動をしないなどの安全措置を講じなかった。こ

のように，Ａ３夫妻は，いずれも職業運転手として著しく不適格であ

って，前記イのとおり，従業員間の信頼関係を維持し得ないことも併

せると，同人らについて今後の運転技能の改善も見込めない。したが

って，上記の事由は，Ａ３夫妻について，いずれも本件就業規則３６

条２号及び同条６号の解雇事由に該当する。 

  （被告の主張） 

本件解雇は，以下のとおり，合理性及び相当性を欠くものであり，か

つ，原告が本件組合等を鎌悪し，Ａ３分会長ら３名が本件組合等の組合
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員であることや正当な組合活動を理由として行われた不利益取扱いに当

たるから，労組法７条１号の不当労働行為を構成する。また，本件解雇

は，原告から本件分会の組合員らを排除するために行われたものであり，

本件組合等の運営に対する支配介入に当たるから，同条３号本文前段の

不当労働行為を構成する。 

   ア 解雇理由①（撮影及び秘密録音）について 

(ｱ) 本件撮影行為について 

本件撮影行為は正当な組合活動であり，Ａ３分会長ら３名の解雇

理由とはなり得ない。 

(ｲ) 秘密録音について 

秘密録音がされたのは，平成２７年８月３日及び同月７日に限ら

れており，Ａ３分会長ら３名において，日常的に又は業務中のあら

ゆる場面で秘密録音をしていたということはない。もとより，本件

組合等による秘密録音は，従前のＢ１社長の発言などから，事後も

原告による不当労働行為が行われる可能性があり，それに備えるた

めに行われたものであって，原告の業務上の秘密を漏えいすること

を目的として行われたものではないから，組合活動としての正当性

を欠くものではない。 

   イ 解雇理由②（信頼関係の破綻）について 

本件組合等の組合員らと原告の従業員との間の信頼関係が崩壊した

としても，それは，平成２７年７月３０日以降のＢ１社長による反組

合的な言動に起因するものであるから，解雇理由②には合理性がない。 

原告は，Ａ３分会長ら３名において，原告が倒産するなどといった

虚偽の事実を告げて原告の従業員を勧誘して本件分会を結成するなど

正当性を欠く組合活動を継続したなどと主張するが，仮にこれが事実

であったとしても，かかる事情は本件解雇の時点で原告も解雇事由と
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して掲げられていなかった事情であるから，本件解雇の合理性の根拠

とすることはできない。 

   ウ 解雇理由③（ダンプカーの鍵の返却）について 

Ｂ１社長は，平成２７年８月７日，Ａ６に対し，ダンプカーの保有

台数を減らし，ダンプカー運転手であるＡ６にも原告を辞めてもらう

旨の発言をした（８月７日のＢ１社長発言）。そのため，Ａ７及びＡ６

は，ダンプカー運転手としての仕事を失うことを危惧し，ダンプカー

の鍵の返却を拒んだのであるから，かかる対応には合理的な理由があ

る。したがって，Ａ７及びＡ６がダンプカーの鍵の返却を求める業務

命令に応じなかったことを根拠に同人らを解雇することは不相当であ

る。 

   エ 解雇理由④（無断欠勤）について 

Ａ６は平成２７年９月１日から同月１４日まで就労しなかったが，

これは，正当なストライキ権を行使した結果であって，無断欠勤をし

たものではない。 

オ 解雇理由の追加について 

本件アップロード行為は，本件解雇の後に行われたものであるから，

本件解雇に係る解雇事由を構成しない。 

また，Ａ３夫妻による２度のダンプカーの追突事故は，中労委にお

ける審問の際に初めて主張されたものであり，本件解雇の時点におい

て解雇理由とはされておらず，同人らのダンプカー運転手としての適

格性及び技能の欠如は考慮されていなかったから，上記の事情を解雇

理由として追加することは不相当である。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(9) 本件解雇後のＡ３分会長ら３名の中間収入を控除しないまま未払賃金
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全額のバックペイ相当額の支払を命じた本件救済命令に違法があるとい

えるか（争点(9)） 

  （原告の主張） 

ア 被解雇者は，解雇によって従前の使用者の下で就労して賃金の支払

を受けるという利益を喪失する一方で，従前の使用者の下における就

労から解放されて，自己の労働力を自由に利用し得る状況に置かれ，

その際，被解雇者が解雇後に新たに就職して収入を得た場合には，そ

れが従前の就労からの解放によって可能となった労働力の使用の対価

であるといえる限り，解雇による経済上の不利益はその限度において

償われたものといえるから，救済命令において，使用者に対し，その

既に償われた部分までのバックペイを命ずることは，個人的な経済的

被害の救済の観点からする限りは，実害の回復以上のものを使用者に

要求するものとして救済の範囲を逸脱するものというべきである。し

かるに，中労委は，本件救済命令を発するに際し，Ａ３分会長ら３名

が本件解雇の効力発生後に別の就業先からアルバイト収入等を得てい

たにもかかわらず，原告に対し，上記の収入分を控除しないまま，本

件解雇の日の翌日から原職に復帰するまでの間の未払賃金全額につい

てバックペイを命じたものであるから，かかる判断には裁量権を逸脱

した違法がある。 

イ 原告は，令和２年１月１７日付けで，Ａ３分会長ら３名に対し，Ａ３

分会長ら３名の原告に対する各賃金請求権等（①平成２７年７月３１

日及び同年８月１７日分の各賃金請求権，②本件夏季賞与支給に係る

賞与差額分の賃金請求権，③残業代請求権，④本件解雇後の賃金請求

権，⑤その他一切の請求権）について，いずれも消滅時効を援用する

旨の意思表示をしたから，上記①ないし⑤の私法上の権利は全て消滅

している。 
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  （被告の主張） 

ア 救済命令として使用者にバックペイ相当額の支払を命ずるに当たり，

被解雇者の解雇後の収入（中間収入）の控除の要否及びその程度を決

定するに当たっては，当該解雇によって解雇された組合員の個人的被

害の救済の観点と，組合活動一般に対する侵害を除去し当該解雇によ

って侵害された集団的労使関係秩序の回復，確保の観点を総合的に考

慮する必要がある。 

  Ａ３分会長ら３名は，本件解雇後，アルバイトや派遣社員等として

就業していたが，その労働条件は原告で就業していたときに比べては

るかに劣悪であり本件解雇による個人的被害は相当程度に達している。

さらに，Ｂ１社長の発言等の原告の不当労働行為により，本件分会の

組合員らが徐々に本件組合等を脱退していくなか，本件解雇の結果，

原告から本件分会の組合員は一掃されるに至り，本件分会の組合活動

が継続できなくなるという著しい制約的効果も生じている。以上の諸

事清を考慮すれば，中労委が本件救済命令として原告にバックペイ相

当額の支払を命ずるに際してＡ３分会長ら３名の本件解雇後の収入を

中間収入として控除しなかったとしても，その判断に裁量椎の逸脱，

濫用はないというべきである。 

イ Ａ３分会長ら３名の原告に対する私法上の権利が時効により消滅し

た旨の原告の主張は争う。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

(10) 本件組合等による本件申立てが権利濫用等に当たるものとして許され

ないといえるか（争点(10)） 

  （原告の主張） 

Ａ３分会長ら３名は，原告の従業員を勧誘して本件分会を結成するに
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当たり，原告が倒産するという虚偽の事実を告げていた。また，本件組

合等は，本件団交申入れに際し，事前の通告もないまま突然にＢ１社長

を訪問した上，Ｂ１社長の許可も得ずに交渉の様子をビデオ撮影し（本

件撮影行為），後日，撮影した動画をユーチューブに投稿して不特定多数

の者が閲覧することが可能な状態にした（本件アップロード行為）。これ

らの本件組合等の対応は，Ｂ１社長の肖像権，原告のプライバシーをそ

れぞれ侵害し，原告の業務上の秘密を漏洩してその業務を妨害する行為

であって，社会的相当性を著しく欠くものである。さらに，本件組合等

は，平成２７年１１月２７日，原告の登記上の本店所在地ではあるが実

質的な事業拠点ではないＢ１社長の自宅前に多数集合し，在宅している

のがＢ１社長の妻であるＢ４取締役のみであり，Ｂ１社長が不在である

ことを承知しながら，幟を立てるなどして威力を示し，拡声器を用いて

演説やシュプレヒコールを繰り返したり，玄関チャイムを執拗に鳴らし

たりし，近所迷惑になるので止めてほしい旨のＢ４取締役の懇願を無視

して，「おまえ」，「出てこいこの野郎」などと口を極めて罵詈したほか，

Ｂ１社長とＡ２書記長との間の携帯電話による通話のやり取りを拡声器

を通じて周囲一帯に拡散させるなどした。これらの本件組合等の所為は，

Ｂ１社長及びＢ４取締役の私生活の平穏を害するとともに，原告の名誉

や信用を毀損する行為であって，社会的相当性を著しく欠くものである

（なお，Ｂ４取締役は，本件組合等による上記の街宣行為等により重篤

なうつ状態に陥り，その後，自死に至ったものである。）。加えて，本件

組合等は，平成３０年４月２０日，原告の取引先である複数の企業に対

し，「関係先への要請行動」などと称して初審命令の写しを交付するなど

したものであって，これは，労使交渉の基本的なルールに反するのみな

らず，違法に原告の業務を妨害するものというべきである。 

以上のとおり，本件組合等は，原告ないしＢ１社長らに対し，労働組
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合としての権利行使名下に違法・不当な活動を繰り返しており，このよ

うな本件組合等が救済命令を求めることは，信義則（クリーンハンズの

原則）に反し又は権利の濫用にわたるものといえるから，不当労働行為

からの救済制度を設けた労組法の趣旨・目的を逸脱するものとして許さ

れないというべきである。 

  （被告の主張） 

不当労働行為からの救済制度は，憲法２８条における団結権等の保障

を実効あらしめるため，使用者による不当労働行為から労働組合等を保

護するものであり，本件組合等が救済を申し立てることは，労組法上の

権利の行使にほかならない。もとより，本件組合等の権利濫用等を基礎

づける事実として原告が主張する各事実は，いずれも本件申立てに係る

事実とは無関係である。したがって，本件組合等による本件申立てが信

義則に反しあるいは権利濫用に当たるとはいえない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

  (11) 中労委の審査手続に違法があるといえるか（争点(11)） 

  （原告の主張） 

中労委は，本件申立てに係る審査手続において，上記(10)（原告の主

張）記載の諸事情について特段の認定判断を行っていないが，これらの

事情は，原告に不当労働行為があったと認定された場合に救済命令を発

するか否か，発するとしていかなる命令を発するかといった点について

判断する上で参酌されるべき事柄である。したがって，上記の諸事情に

ついて認定・判断をしないまま本件救済命令を発した中労委の審査手続

には，労組法２７条の１２第１項及び３項に違反した違法がある。 

  （被告の主張） 

労組法は，労働委員会に対し，救済命令等を発するのに必要な範囲で
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事実の認定をすることを求めているにとどまるし，本件に関しても，中

労委は各争点に対する判断及び救済方法に必要な範囲で事実認定を行い

判断した上で本件救済命令を発している。したがって，本件申立てに係

る中労委の審理手続に取消事由となる違法はない。 

  （本件組合の主張） 

原告の主張は争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前記第２の２の前提事実並びに各証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，

以下の事実が認められる。 

  (1) 本件分会の結成に至る経緯等 

ア 原告は，平成２７年４月，雇用していたダンプカー運転手の日給額

を１万２０００円から１万３０００円に増額した。しかし，Ａ３分会

長は，かねてから，ダンプカー運転手として産業廃棄物等の収集運搬

業務に就いた際に所定労働時間外の労働を行ったにもかかわらず残業

代が適正に支払われていないことに不満を抱いており，そのことを同

僚のダンプカー運転手であるＡ４に話していた。Ａ４は，Ａ３分会長

に対し，労働組合について話題としたり，運送会社に対する未払残業

代請求に関する訴訟が和解により解決した旨が掲載された新聞記事を

スマートフォンのアプリケーションであるＬＩＮＥで送信したりして

いたが，そのようなやり取りをする中で原告の事業所内で労働組合を

結成するという話が持ち上がった。 

イ Ａ３分会長及びＡ４は，同年５月末以降，労働組合への参加を同僚

の従業員らに呼びかけるとともに，労働組合の結成に関して本件組合

から助言を受けるようになった。 

  Ａ３分会長及びＡ４並びにＡ３分会長らによる労働組合結成の呼び
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かけに賛同したＡ７，Ａ６及びＡ５は，同年６月１３日，本件組合に

加入し，その後，同月２０日までに合計１１名の原告の従業員が本件

組合に加入した。これに併せて，本件組合の下部組織として原告の事

業所内に本件分会が結成された。 

  本件組合のＡ２書記長は，本件分会の結成に当たり，Ａ３分会長ら

から原告の資産状況が悪化している旨の発言があったことから，登記

簿騰本や東商信用録等の資料により原告の経営状況を調査したが，特

に問題がないと判断されたことから，残業代の支給に関する問題を中

心に原告と団体交渉を行うことを当面の活動方針とした。 

ウ 原告は，ダンプカーによる産業廃棄物の収集運搬を主たる業務の一

つとしていたところ，ダンプカー運転手に対する具体的な業務の割当

て（配車指示）は，配車センターに所属する配車係の担当者が行って

いた。具体的には，配車係は，前日の夕方までに，翌日分の配車表（運

転手ごとに，運搬元，現場，現場到着時間，積載物の内容，原告のリ

サイクル工場への運搬回数等あるいは休業とする旨が記載されている

もの）を作成して掲示し，ダンプカー運転手は，この配車表を直接あ

るいは電話等を通じて確認することで翌日の業務内容を把握し，配車

表に記載された指示に従って，原告の車庫からダンプカーを運転して

指定された到着時間までに現場に赴き，指定された積載物を現場から

原告のリサイクル工場まで指定された回数運搬することになっていた。 

なお，原告の配車係は，かねて務めていた従業員が平成２７年６月

３０日に原告を退職したことから，以後，ダンプカー運転手であるＢ５

が担当することとなった。Ｂ５は，配車係に就任後，しばらくの間は，

ダンプカー運転手の配車業務を統括するＢ２専務と相談しながら上記

のような配車指示を行っていた。 

エ 本件組合等は，平成２７年７月１５日頃，本件分会の結成をＢ１社
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長に通知した後に原告の事業所内で配布することを予定して，「組合

ニュース Ｎｏ．０１」と題する文書を作成した。同文書には，原告

の事業所内に労働組合として本件分会を結成した旨，今後，労働条件

の維持，改善を目的として使用者である原告と交渉していく予定であ

り，そのために原告の従業員に本件分会への参加を呼びかける旨が記

載されていた。なお，同文書には，既に加入していた組合員の氏名が

記載された一覧表，組合加入書の雛形及び本件団交申入書の写しが添

付されていたが，いずれの文書にも原告の資産状況が悪化しており倒

産の恐れがあることや原告の経営状況に関する資料の提示要求等は記

載されていなかった。 

  なお，本件組合等は，同日，Ｂ１社長に対して本件分会の結成通知

をし，その後に上記の文書を原告の事業所内で配布することを予定し

ていたが，Ｂ１社長が当日出社していなかったことから，組合結成通

知を行うことを中止し，同文書の配布も行わなかった。 

  (2) 本件団交申入れの経過等 

   ア 本件団交申入れの状況等 

(ｱ) Ａ１委員長，Ａ２書記長，Ａ３分会長及びＡ６は，平成２７年７

月３０日午前１０時３０分頃，事前に訪問予定を告げることなく社

長室が設置されている原告のリサイクル工場を訪れ，Ｂ１社長に対

し，本件団交申入書を交付した。なお，本件団交申入書には，就業

規則の提出，労働契約書の締結，残業代の支払等合計１４項目の要

求事項と，１０日以内に団体交渉の開催を求める旨が記載されてい

たが，原告が倒産に瀕していると疑われることや原告の経営状況に

関する資料の提示要求等は記載されていなかった。 

(ｲ) 本件団交申入れは，社長室が設置されていた事務所の入口付近で

行われ，Ａ６は，その状況をビデオカメラで撮影していたが，その
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動画には，主にＢ１社長とＡ２書記長とのやり取りが記録されてお

り，同人らの背景には社長室内の監視モニターが写り込んでいた。

なお，この監視モニターは，以前，Ｂ１社長が取材を受けた際の雑

誌記事上の写真の背景にも写り込んでおり，同記事はインターネッ

ト上にも掲載されていた。 

(ｳ) 本件団交申入れ時におけるＢ１社長と本件組合等との間のやり取

りの概要は，以下のとおりである。 

  まず，Ａ２書記長は，Ｂ１社長に対し，原告において労働組合（本

件分会）が結成されたことから，その挨拶と団体交渉の申入れに来

たので５分ほど話をしたい旨を述べた。これに対し，Ｂ１社長は，

「こういう話になる前には，まず話し合わなきゃ駄目なんだよ。い

ろんなことで話し合って，いろんな話がつかなければ，おたくを通

してきてもいいんだけど，いきなりどーんと来てさ，こんな話に，

話し合いたいって言っても。」，「うちは労働者を粗末にしてるつも

りは何にもないんだよ。」，「それをいきなりさ，こうやって来ると，

気分的によくないんだ。」，「社長が全然話にならない，担当者が話

にならない，だから来ましたというなら分かるんだよ。」，「順番を

踏まなきゃ駄目なんだよ。」などと発言し，これまでもダンプカー

運転手の日給を増額するなど従業員の待遇については十分に配意し

ており，仮に原告の従業員が労働条件等に不満を抱いたのであれば，

まずは，その旨を代表者である自身に相談して話し合い，それが奏

功しない場合に初めて労働組合を結成して交渉するという段取りを

踏むべきであるという見解を述べ，そのような過程を経ず，また，

原告の従業員ではない本件組合の関係者から唐突に原告の従業員の

労働条件に関する労使交渉を申し入れられたことに対して強い不快

感を示した。これに対し，Ａ２書記長及びＡ１委員長は，Ｂ１社長
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に対し，本件分会の結成理由等について説明するために訪問した旨

や団体交渉の重要性について説明したが，Ｂ１社長は，「だから，

おたくらは関係ないんだよ。話がつかなかったら来ればいいのよ。」

と発言し，会社を皆で良くしていきたいという気持ちで本件分会を

結成した旨を説明したＡ３分会長に対しても，労働組合を結成して

から話合いをしようとすること自体が間違いである旨を述べ，その

後も「いきなり来たから気分が悪い。」などという発言を繰り返し

たため，本件組合等との交渉は平行線をたどるばかりであった。 

  このような中，Ｂ１社長は，Ａ６がＡ２書記長の背後から上記の

やり取りをビデオカメラで撮影していることに気付くや，「あんた，

何を写してるんだよ。おい，何を写してんの。」，「これは気分悪い

よ。ものすごく悪い。」と述べ，交渉状況を撮影することも労働組

合に認められた法律上の権利である旨を説明しようとするＡ２書記

長の発言を遮り，ビデオカメラを持っていたＡ６の手を押して撮影

を止めさせようとしたり，Ａ６に対し，「お前，いいかげんにしろ。

何で断らないんだよ。」などと強い口調で述べた。その後，Ａ２書

記長がＢ１社長に対して謝罪の上で，かつて別の団体交渉を行った

際に使用者から暴力を振るわれかねない経験をしたので，交渉の様

子を撮影して事後の争いを回避したいという意図でビデオ撮影を行

った旨を説明し，あらためて撮影の許諾を求めたことから，一旦そ

の場は収まったが，その後も，Ｂ１社長は，事前の承諾なくビデオ

撮影がされたことに２度ほど苦言を呈し，Ａ６が撮影を続けている

ことに対して強い不快感を示した。 

  なお，本件団交申入れの際の本件組合等とＢ１社長とのやり取り

は約４５分程度に及んだが，その間にＢ１社長への来客等はなかっ

た。 
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(ｴ) Ａ３分会長及びＡ６は，本件団交申入れが終了した後，原告の工

場内において，本件分会の結成等を知らせる前記(1)エと同内容の

「組合ニュース」と本件団交申入書の写し及び組合加入書の雛形を

原告の従業員らに配布した。 

イ Ｂ１社長は，本件団交申入れが終了した後，ダンプカーの配車業務

を統括するＢ２専務に対し，上記ア(ｳ)の経過等を連絡した。これを

受けて，Ｂ２専務は，同日夕方以降，配車係のＢ５とともに，本件分

会の組合員を含む原告のダンプカー運転手らと個別に面談し，本件組

合等から受け取った本件団交申入書を見せながら組合加入の有無等を

確認するとともに，同年８月１日午後７時にＢ１社長から話がある旨

を通知した。 

  Ｂ５は，同年７月３０日，Ｂ２専務と相談の上，Ａ３分会長ら３名

に対する翌日分（同月３１日分）の配車指示を行わなかった（７月３

１日の配車不指示）。 

  本件組合等は，同日夜，Ｂ２専務と面談した本件分会の組合員から

面談の内容について報告を受け，これを不当労働行為であると判断し，

翌日にＢ１社長及びＢ２専務に対し不当労働行為をやめるよう申し入

れることとした。 

  (3) 本件申立て及び本件解雇に至る経緯 

ア Ｂ２専務は，Ｂ５との間で本件組合等への今後の対応について相談

し，本件分会の意向や組合員構成を把握しておく必要があるというこ

とになり，これを踏まえて，Ｂ５は，平成２７年７月３１日午前９時

５分頃，Ａ６に対し，明日の配車や今後の仕事についてＢ２専務から

話があるので配車センターに来るように電話で伝えたが，Ａ６は，上

記の呼出しに応じなかった。 

  なお，Ａ３分会長ら３名については，前記(2)イのとおり，同日は
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配車指示がされなかったことから，勤怠上は「会社都合休み」として

扱われ，調整手当として日給額の６割が支払われた。 

イ 本件組合等は，同月３１日，Ｂ２専務に対し，ダンプカー運転手ら

との個人面談で組合加入の有無を確認し，同年８月１日にＢ１社長か

ら話があると通知したこと（前記(2)イ）や，７月３１日の配車不指

示は，いずれも不当労働行為に該当するとして抗議するとともに，こ

のような不当労働行為を継続しないよう警告する旨が記載された「抗

議並びに警告書」と題する書面をファクシミリで送信するとともに，

Ｂ２専務に電話で不当労働行為を止めるよう申し入れた。しかして，

Ｂ２専務から，Ｂ１社長と従業員との面談の中止を求める件は社長に

伝えるが，詳細はＢ１社長と協議してほしいと言われたことから，Ｂ１

社長にも上記と同様の文書をファクシミリで送信するとともに，Ｂ１

社長に電話をかけて不当労働行為をやめるよう申し入れた。 

ウ Ｂ１社長は，同年８月１日昼頃，Ｂ２専務等の役員及びリサイクル

工場の工場長らを集めて緊急会議を開催し，本件分会が結成されたこ

とや本件団交申入れの経緯等を説明し，今後の対応について協議した。

その際，Ｂ１社長は，今後の本件組合等との交渉は弁護士に委任する

ことになるとした上で，高額な弁護士費用が見込まれるなどと述べ，

最終的な決定ではないとしても同年度の夏季賞与の支払をしない可能

性がある旨を述べた（８月１日Ｂ１社長発言）。 

Ｂ５は，Ｂ２専務の指示で上記の会議に同席していたが，同日夕方

頃，Ａ３分会長に対し，Ｂ１社長らと直接話もせずに突然外部の人間

を入れて組合を結成するのは順番が違うのではないか，Ｂ１社長は，

団体交渉を申入れたことについて頭にきているようであり，本件組合

等との交渉を弁護士に依頼する予定であると述べていたので，本件組

合等のことについては全従業員で話し合った方が良い旨の意見を述べ
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た（８月１日のＢ５発言）。 

   エ ８月３日のＢ５及びＢ６発言 

(ｱ) Ｂ５は，同月３日，日頃から親しくしていた同僚のＢ６と話をす

る中で，本件分会が結成されたことに対する自分たちの考えをＡ３

分会長らに話しておくこととし，仕事を終えて翌日の配車表を確認

するために配車センターを訪れたＡ３分会長に声をかけ，同じく配

車センターに現れたＡ７，Ａ８及びＡ６を交えて，同日午後５時４

５分頃から，配車センターの事務室において，Ｂ６，Ａ３分会長ら

３名及びＡ８との間で，要旨，以下のとおりのやり取りをした。 

(ｲ) Ｂ５は，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対し，上記ウの会議の際，

Ｂ１社長が，上司という立場にある自分が組合員に対し発言すると

組合への圧力と誤解される可能性があるため，今後は，原告と本件

組合等との交渉は弁護士に依頼する予定であると述べており，併せ

て，高額な弁護士費用を負担することになることを理由に従業員へ

の夏季賞与を支払わない可能性がある旨を述べていたこと，夏季賞

与が支給されないことになれば，その責任は本件組合等にあるとし

て夏季賞与を当てにしていた多くの従業員が怒っており，このまま

組合活動を続ければ他の従業員から白い目で見られ，意思の疎通も

できなくなるであろうなどと述べた。さらに，Ｂ５は，Ａ３分会長

ら３名らに対し，待遇が改善されてきているにもかかわらず，他の

従業員の承諾も得ずに本件分会を結成したことには納得がいかない，

組合を結成する前に他の従業員と改善点を話し合い，Ｂ２専務とも

協議した上で，改善がなければ組合を結成するという順番を踏むべ

きであったとして，「みんなと気持ちよく働けてさ，その上で今よ

りも待遇が良くなればいいわけだよ，そうでしょ。」，「タイミング

悪すぎだよ。もうボーナスまで日がねえしよ。責任とれないんだっ
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たらお前らが辞めろよ。」，「もらえるはずのボーナスが全部補償で

きないんだったらお前らが辞めろよ。」，「例えばこれで組合を解散

しますって言って，終息がついたら弁護士雇う必要もないし，円満

なわけだよ。何事もなかったことになるわけだから。」，「このまま

うちにはいられないよ。肩身が狭くなっちゃって。だったら火種の

うちに，気がつきました，すみませんって言えば分かんないよ。」

などと発言した。 

  また，Ｂ６も，Ａ３分会長ら３名らに対し，「俺らの生活も心配

してくれよ。」，「ボーナスなかったら困るんだよ。」，「面倒を見てく

れるんだったら，一切何も言わないよ。」，「俺は個人だから会社じ

ゃねえから組合は関係ないけど，そうなったら４人で面倒見てくれ

る？（中略）そのときは補償してくれる？」，「何もしなかったら弁

護士を雇う必要もなかったんだから。」などと発言した。（以上，８

月３日のＢ５及びＢ６発言） 

オ 本件組合等は，同月５日，原告に対し，８月１日のＢ５発言及び８

月３日のＢ５及びＢ６発言は，原告によるＡ３分会長らに対するどう

喝とみざるを得ず，不当労働行為となり得るとして，かかる発言をや

めさせることを求める旨が記載された文書及び原告の従業員に対して

夏季賞与を例年どおり支給することを求める旨が記載された８月５日

付け文書を送付した。 

カ Ａ２書記長は，同月６日，Ｂ１社長に対し，上記オの各文書を送付

した件で電話をしたところ，Ｂ１社長は，８月３日のＢ５及びＢ６の

発言に関しては，「従業員が勝手に言っているんだよ」，「従業員が言

ったのは，もちろん私の責任になるかもしれないけれど，（中略）不

満を持っていて，話しちゃったとさっき言っていたから，やめろと，

また厄介になるぞと語したばっかりなんだよ」と，また，夏季賞与の
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支給に関しては，「最初はかちっときて，ボーナスは出さないと俺，

はっきり言いましたよ，確かに。だけど，出さないって決定したわけ

ではなく，人間の感情的なものがあるわけですよ，それを真に受けて

いるだけだと思うんだけど。」などと述べた。これに対し，Ａ２書記

長は，Ｂ１社長に対し，「では，決定はこれからということ？」と尋

ねたところ，Ｂ１社長は，「遅れることはあるかもしれないけれど，

出さないとは言ってないわけだよ。」と述べ，原告の従業員には職業

的に気が短い人間が多いことを理解してほしい，賞与支給については

検討中であり，社長の裁量で決定するなどと返答した。 

キ Ａ６及びＢ６は，同月７日，Ａ６の運転するダンプカーにＢ６が建

設機械（パワーショベル）で土砂を載荷するに際してダンプカーを強

く揺すったか否かについて言い争いとなったため（８月７日のＡ６・

Ｂ６間のトラブル），Ｂ１社長の裁断を得ようと２人で社長室に赴い

た。その際，Ｂ１社長は，８月７日のＡ６・Ｂ６間のトラブルに関し

て、ひと通り意見を述べて仲裁をした後，Ａ６に対し，要旨，以下の

とおりの発言をした。 

  すなわち，Ｂ１社長は，Ａ６に対し，これまでもダンプカー運転手

の日給を増額するなど従業員の待遇については十分に配意しており，

仮に原告の従業員がその労働条件等に不満を抱いたのであれば，その

旨を代表者である自身に相談して話し合い，それが奏功しない場合に

初めて労働組合を結成して交渉するという段取りを踏むべきであると

して，Ａ６や他の従業員らが本件分会を結成し，組合活動を行ってい

ることに対して立腹している旨の否定的な意見を述べた。これに対し，

Ａ６は，会社を今よりもっとよくするために組合を立ち上げた旨を述

べたところ，Ｂ１社長は，Ａ６に対し，「お前らはね，もーアホだわ，

こんなんで良くなるわけないんだ。実際にうちのほとんどの人間は，
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ものすごくお前らのこと恨んでんだよ。勝手にしやがって。何で我々

に相談しなかったんだって言ってんだよ。」，「俺は，めんどくさがり

屋だから，ダンプなんて売っ払っちまえって思ってる（中略）。今後

減らしていくよ，脅かしじゃないけど，お前たちにも辞めてもらわな

きゃならないし，１０台減らせば，１０人辞めてもらわなきゃいけな

い，今考えてるんだ。お前たちだけ辞めさすと不公平になるから，平

等にやるけど，それは考えてる。お前ら，良くなる為ってよくなって

ないじゃないか。」，「このままじゃ必ず減らす。脅かしても何でもな

い。俺は平等に，１０台減らしたらお前ら４人辞めてもらって，うち

から６人辞めてもらう。」，「１０台ダンプなくなって，１０人遊ばし

てるのに給料やるわけ？できないよな。お前ら置いといて，全然関係

ない奴らを辞めさせるわけにはいかないから。平等にやれば，問題な

いって組合が言ってるから。お前ら，そこまで俺を追い込んでるんだ

よ。お前ら，組合辞めんのか，続けていくのかどっちなんだよ。」，「お

前のことを思って一生懸命言ってるのに，悪くとったらそれで終わり。

だから，よく考えろ，いいか。」などと述べ，本件分会の組合員らが

残業代等の支払を求めて組合活動を続けるのであれば，原告の業務の

うち産業廃棄物の収集運搬部門を縮小し，保有するダンプカーも処分

することを考えており，その場合，Ａ６ほかの本件分会の組合員らは

もとより，本件組合等に加入していないダンプカー運転手についても

解雇せざるを得なくなるから，Ａ６らが組合活動を続けることは原告

を良くすることにはつながらず，かえって非組合員である原告の従業

員に重大な不利益を被らせることとなるとして，Ａ６に対し，本件組

合等を脱退してダンプカー運転手として原告で働き続けるか，自身の

解雇や他の非組合員らに迷惑をかけることを前提に本件組合等の活動

を続けるかという二択を迫り，よく考えるよう申し伝えた（８月７日
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のＢ１社長発言）。 

  また，Ｂ６は，Ｂ１社長の下を退出した後，Ａ６に対し，Ａ３分会

長らの他の組合員との間の人間関係はあろうが，本件組合等を脱退す

れば原告に残ることはできるのではないかとして，Ａ６だけでも本件

組合等を辞めたらどうかなどと述べた。 

ク 本件組合等は，同月１１日，都労委に対し，団体交渉促進及び不当

労働行為の中止を調整事項として，あっせんの申請を行った（平成２

７年都委争第５４号）。なお，Ａ３分会長ら３名は，同日，欠勤届を

提出し，原告に出社しなかった。 

Ｂ５は，同日，Ｂ２専務と相談の上，Ａ３分会長ら３名につき，原

告の夏季休業期間（同月１２日から同月１６日まで）明けとなる同月

１７日分の配車指示を行わなかった（８月１７日の配車不指示）。 

ケ 本件組合等は，同月１２日，原告に対し，本件団交申入書記載の事

項のほか，夏季賞与の支給，本件団交申入れ以降の原告による不当労

働行為等を議題として団体交渉を求める旨が記載された「団体交渉開

催要求再々申入書」と題する文書を提出した。なお，同文書には，原

告のこれまでの対応に照らせば団体交渉を拒否しているものと判断さ

れるので，都労委に対しあっせんの申請を行ったこと，８月１７日の

配車不指示は原告が本件組合等のあっせんの申請に対する報復的措置

とみられるからこれに抗議する旨が記載されていた。 

コ Ａ３分会長ら３名及びＡ８は，同月１４日，所沢労働基準監督署長

に対し，原告には労働基準法３４条，３６条，３７条等に違反した事

実があるので違反事実の是正を職権で勧告されたい旨を記載した「労

働基準法違反申告書」と題する文書を提出した。 

サ 原告は，同月１７日にＡ３分会長ら３名への配車指示をしなかった

ことにつき，勤怠上は「会社都合休み」として取り扱い，調整手当と
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して日給額の６割を支払った。 

  他方，Ｂ１社長は，同日，Ａ２書記長に電話をかけ，本件組合等か

ら本件団交申入れを受けて以来気分が悪い，何で自分を怒らせること

ばかりするのかといった趣旨の発言をした。本件組合等は，Ｂ１社長

の上記の発言等を踏まえ，原告による不当労働行為が更に激化するお

それがあると判断し，Ａ３分会長ら３名及びＡ８において有給休暇を

取得し，取得可能な有給休暇日数がなくなり次第，順次，ストライキ

に入るという方針をとることとし，同日，原告に対し，Ａ３分会長ら

３名及びＡ８について，同月１８日から同月２４日までの５日間の有

給休暇を取得する旨の申請書を提出した。これに対し，原告は，本件

組合等に対し，上記の申請については，同月１８日から２２日までの

５日間の有給休暇を求めるものと読み替えた上で受理する旨を連絡す

るとともに，今後の団体交渉及び都労委におけるあっせんの手続に関

しては代理人弁護士に委任した旨を通知した。 

シ 原告代理人は，同月１８日，本件組合等に対し，都労委におけるあ

っせんの手続及び団体交渉への対応等を原告から受任したこと，都労

委のあっせん員から本件組合等が立会団体交渉を希望している旨の連

絡を受けているので，同月２１日までにあっせんの申請に対する諾否

も含めて回答することなどを通知した。 

ス Ｂ５は，前記サのとおり，Ａ３分会長ら３名及びＡ８が同月１８日

から出勤しないことになったことから，上記４名に割り当てられてい

たダンプカーを稼働させない状態としておくことは相当ではないと判

断し，Ｂ１社長と相談の上，同月２０日，Ａ３分会長に対し，Ａ７，

Ａ６及びＡ８が所持しているダンプカーの鍵を返却するよう求めた。

なお，Ａ３分会長が所持していたダンプカーの鍵は既に原告に返却済

みであった。 
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セ 原告代理人は，同月２１日，本件組合等に対し，都労委に対するあ

っせんの申請を承諾する旨，あっせん員による立会団体交渉の可否に

ついては，あっせんの手続の中で協議する旨を通知した。 

ソ 本件組合等は，同月２２日，原告に対し，Ａ３分会長ら３名及びＡ８

について，同月２４日から同月２８日までの５日間の有給休暇を取得

する旨の申請書を提出し，原告はこれを受理した。 

タ 本件組合等は，同月２４日，都労委に対し，前提事実(3)シのとお

り，本件申立てを行った。 

チ 本件組合等は，同日，原告に対し，８月２４日付け申入書（「鍵の

返却問題団体交渉申入書」と題する文書）を送付して，Ａ７，Ａ６及

びＡ８に対してダンプカーの鍵の返却を求めた理由を明示すること，

ダンプカーを売却しないこと，本件分会の組合員らが出社した際，従

前の車両に乗車できるようにし，会社都合休業や草むしり等の下車業

務としないことなどを要求事項とする団体交渉を申し入れた。 

  原告代理人は，同月２５日，本件組合等に対し，８月２４日付け申

入書に係る要求事項については，同年９月２日に予定されているあっ

せん手続の期日において協議を行う予定である旨，ダンプカーの所有

権及び管理権は原告にある以上，本日の夕方までにダンプカーの鍵が

返却されない場合には業務命令違反として取り扱う旨を通知したが，

同日中にＡ７，Ａ６及びＡ８からダンプカーの鍵が返却されることは

なかった。 

ツ 本件組合等は，同月２８日，原告に対し，Ａ３夫妻について，同月

２９日から同年９月４日までのうちの休日を除いた６日分の有給休暇

を取得する旨の申請書を提出し，また，Ａ６について，原告の不当労

働行為に抗議するため，同年８月２９日（土曜日）及び同月３１日（月

曜日）にストライキを行う旨を通知し，その後，Ａ６は通知どおりス
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トライキを実施した。 

  これに対し，原告は，本件組合等に対し，Ａ３夫妻の有給休暇の取

得申請については承認するが，同年９月２５日及び同年１０月２５日

の給与支給日に支払う賃金にはその対価を含めず無給とする旨，Ａ６

のストライキについては適法なストライキ権の行使とは認められず，

出社しない場合には無断欠勤として扱う旨，Ａ７，Ａ６及びＡ８から

ダンプカーの鍵の返却がなかったので改めて同年８月２９日までに返

却を求める旨をそれぞれ通知した。 

  本件組合等は，上記の通知を受けたことから，原告に対し，あっせ

んの申請への応諾いかんにかかわらず団体交渉には応ずべきであるこ

と，ダンプカーの鍵は原告による不当労働行為の疑いがなくなり次第

返却すること，Ａ６のストライキは正当な組合活動であり，これをス

トライキ権の行使と認めないことは不当労働行為に当たることなどを

記載した「２０１５年８月２４日付け及び８月２８日付ご連絡に対す

る抗議申入書」と題する書面を送付した。 

テ 本件組合等は，同月２９日，原告に対し，Ａ６について，同年９月

１日から同月４日までの４日間の有給休暇を取得する旨の申請書を提

出した。これに対し，原告は，同年８月３１日，本件組合等に対し，

Ａ６については既に取得可能な有給休暇日数を全て消化しているため，

有給休暇の申請には応じられない旨，Ａ６は同月２９日及び３１日と

欠勤しており，明日以降も欠勤した場合は無断欠勤として扱う旨を通

知した。 

ト 同年９月２日，都労委で第１回あっせん期日が開催され，原告と本

件組合等は，次回のあっせん期日においてあっせん員による立会団体

交渉を行うことを合意した。また，原告は，同期日において，本件組

合等に対し，就業規則，Ａ３分会長ら３名ほかの賃金台帳，月報，日
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報，タコメーターの記録を交付した。 

ナ 本件組合等は，同月２日，原告に対し，Ａ６について，原告の不当

労働行為に抗議するため，同月１日から同月１４日までの間，ストラ

イキを行う旨を通知し，その後，Ａ６は通知どおりストライキを実施

した。これに対し，原告は，同月３日，本件組合等に対し，Ａ６のス

トライキは適法なストライキ権行使とは認められず，今後，Ａ６が出

社しない場合には無断欠勤として扱う旨を通知した。 

ニ 本件組合等は，同月４日，原告に対し，原告がＡ６のストライキ権

の行使を適法なものとして認めない旨の通知をしたこと，本件組合等

が送付した８月２４日付け申入書に対し原告が回答しないまま第１回

あっせん期日においてダンプカーの鍵の返却を求めたことなどに対し

て書面で抗議するとともに，同年９月１４日の第２回あっせん期日に

予定されていた立会団体交渉において交渉したいとして，本件団交申

入書における要求事項のほか，夏季賞与の支給，原告による不当労働

行為，ダンプカーの鍵の返却等の合計８項目の議題を通知した。 

ヌ 本件組合等は，同月４日，原告に対し，Ａ３夫妻について，同月５

日から同月１２日までのうち休日を除いた７日分の有給休暇を取得す

る旨の申請書を提出し，原告はこれを受理した。なお，Ａ３夫妻は，

上記の有給休暇の取得により当年の有給休暇の取得可能残日数は０日

となった。 

ネ 原告は，同月９日，Ａ７，Ａ６及びＡ８に対しダンプカーの鍵の引

渡しを求める別件訴訟を東京地方裁判所立川支部に提起した。 

ノ 原告は，同月１０日，原告の従業員全員に対し，平成２７年度の夏

季賞与として，前年度の半額程度に相当する金額を支給した（本件夏

季賞与支給）。 

なお，Ａ３分会長ら３名の平成２５年度以降の夏季賞与の支給状況
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は以下のとおりである。 

 平成２５年８月９日 平成２６年８月８日 平成２７年９月１０日 

Ａ３分会長 ３万８０００円 ６万３０００円 ３万１０００円 

Ａ７ ３万７０００円 ６万２０００円 ３万１０００円 

Ａ６ （入社前） （支給要件なし） １万９０００円 

ハ 本件組合等は，同月１３日，原告に対し，Ａ３夫妻について，原告

の不当労働行為に抗議するため，同月１４日にストライキを行う旨を

通知し，その後，Ａ３夫妻は通知どおりストライキを実施した。 

ヒ 同月１４日，都労委の第２回あっせん期日が開催され，あっせん員

による立会団体交渉が２時間半程度行われた（本件団交）。なお，本

件組合等からはＡ１委員長，Ａ２書記長，Ａ３分会長ほかの本件分会

の組合員らが，原告からはＢ１社長，原告代理人及び社会保険労務士

らが出席した。 

本件団交における原告と本件組合等とのやり取りは，要旨，以下の

とおりである。 

(ｱ) 本件夏季賞与支給について 

原告代理人は，夏季賞与の支給が例年と比較して１か月遅れとな

り，かつ，例年の半額となった理由について，賞与の支給は労働契

約上定められておらず，Ｂ１社長の経営上の裁量で恩典として支給

されているものであり，履行期についても定めはない旨，したがっ

て，本件組合等が提示を要求する賞与の額を決めた根拠となる経営

資料等についても開示する必要はない旨の説明をした。 

加えて，Ｂ１社長は，「こいつらに払えるわけないだろ。（中略）

ボーナスは何で半額だとか何言ってんですか。」，「今までどうやっ

てボーナス払ったかというと私のただの裁量ですよ。感覚ですよ。

だから皆一生懸命やってるから，どんどん上げてやれと，（中略）
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利益なんかで計算してるわけでも何でもない（中略）３か月前に（中

略）１日１０００円上げたので，２５日働けば２万５０００円（中

略）上げてやった中で，いきなりああいう態度とられたから，何だ

これは，って話ですよ。」と発言し，本件組合等から夏季賞与が１

か月遅れで半額支給となったことを全従業員に対してどのように説

明したのかについて問われたのに対しても，説明しなくても皆分か

っているから説明していない旨を回答した。 

(ｲ) 原告の不当労働行為について 

原告代理人は，本件組合等から不当労働行為に該当すると指摘さ

れた事柄について，既に本件申立てがされているので，当該手続に

おいて対応する旨を述べた。また，Ｂ１社長は，平成２７年８月１

日に工場長と主な従業員を集めた会議の場で，本件分会が結成され

たことを理由に賞与を支払わない旨の発言をしたかを問われ，その

ように思ったから発言しただけで何がおかしいのかと述べた。 

また，原告代理人は，本件組合等からＡ３分会長らが原告の不当

労働行為に抗議するために正当なストライキを行っている旨を述べ

たことに対し，本件組合等の認識は理解したが，ストライキ権行使

の適法性は評価の問題であり，原告としては違法なものとして懲戒

処分の対象とする可能性がある旨を述べた。 

(ｳ) ダンプカーの鍵の返却及びダンプカーの売却について 

本件組合等は，本件分会の組合員が職場復帰をした際にかねて割

り当てられていたダンプカーに乗車させることを約束するなど，今

後，不当労働行為が生じないようにするための条件が整えば，ダン

プカーの鍵を返却する旨を述べた。 

これに対し，Ｂ１社長は，産業廃棄物の収集運搬部門の赤字の見

直しのために本件分会の組合員が使用している車両を含めてダンプ
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カーの売却を検討している旨，本件分会の組合員らが使用していた

車両を売却した場合の当該組合員らの業務は事業所内の小運搬，掃

除，草取りといったものとなることが想定される旨，今までの本件

組合等との交渉経緯を踏まえると本件分会の組合員らを職場に復帰

させる気持ちにはなれない旨を述べるとともに，再度，本件分会の

組合員らが，まず自分のところに相談に来た上で，話がまとまらな

い場合には組合に入るという手順を踏まず，唐突に本件分会を結成

し，事前の面会約束もせずに本件団交申入れに来たこと対して不満

を述べた。 

フ 原告は，本件団交の終了時に，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対し，

同年１０月１４日付けで普通解雇する旨の解雇通知書を交付した（本

件解雇）。 

  (4) 本件解雇の通知後の経緯等 

ア 原告は，平成２７年９月１６日，本件組合等に対し，Ａ３分会長ら

３名及びＡ８について，同月１５日及び１６日と欠勤しているため，

いずれも無断欠勤として取り扱う旨を通知した。 

イ 本件組合等は，同月１７日，原告に対し，Ａ３分会長ら３名及びＡ８

においては，原告からの配車指示の連絡を待って自宅で待機していた

のであるから，これを一方的に無断欠勤として扱うことは不当労働行

為に当たるとして書面で抗議するとともに，Ａ８について，同月１８

日に有給休暇を取得する旨の申請書を提出し，Ａ３分会長ら３名につ

いて，原告の不当解雇に抗議するため，同月１８日にストライキを行

う旨を通知し，その後，Ａ３分会長ら３名は通知どおりストライキを

実施した。 

  これに対し，原告は，同月１８日，Ａ８の有給休暇の申請は認める

が，Ａ３分会長ら３名及びＡ８については同年１０月１４日を終期と
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して本件解雇を行ったが，それまでの間に休業や自宅待機を命じたこ

とはなく，同人らの欠勤は無断欠勤となるから，その取扱いの撤回に

は応じられない旨，本件解雇は正当な解雇通告であるからストライキ

権の行使は適法なものとは認められない旨を通知し，同月１７日に出

社しなかったＡ３分会長ら３名を無断欠勤として取り扱った。 

ウ Ａ３分会長ら３名及びＡ８は，同月１９日，原告に出社したが，Ａ３

分会長に割り当てられていたダンプカーは別の運転手が使用しており，

他の者に割り当てられていた車両は配車センターになかった。 

  原告は，同日，Ａ３分会長ら３名には草むしり業務を，Ａ８にはホ

イール磨き及び配送業務を命じたが，Ａ３分会長ら３名及びＡ８は，

同日午後１時頃，Ｂ５に対し，熱中症になりそうだ，帰りたい，駄目

と言われるならストをしますなどと述べ，Ｂ５から，嫌なら帰れよと

言われたことを受けて，命じられていた作業を途中で切り上げて早退

した。原告は，Ａ３分会長ら３名及びＡ８の上記の対応を無断早退と

して取り扱い，同日の賃金について半日分の日給額を支払うにとどめ

た。なお，草むしり業務等は，原告の従業員であれば場合によっては

月に数回割り当てられるものであり，その際，ダンプカー運転手には

運転業務を行ったときと同額の日給額が支払われることになっていた。

また，同日，Ａ３分会長ら３名以外にも３名の従業員が草むしり業務

等に従事していた。 

エ Ａ３分会長ら３名及びＡ８は，同日，原告に対し，本件解雇には同

意しない旨が記載された通知書を提出した。なお，原告は，同日，Ａ８

からダンプカーの鍵の返却を受け，その頃，Ａ８に対する別件訴訟に

係る訴えを取り下げた。 

オ 本件組合等は，同月２１日，原告に対し，Ａ３分会長ら３名につい

て，本件解雇に抗議するため，同月２４日にストライキを行い，さら
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に，Ａ３分会長ら３名及びＡ８について，原告が不当労働行為をやめ

て本件分会の組合員らの健康と安全が保障されるまで同月２５日以降

の所定労働日全日を期間としてストライキを行う旨を通知し，その後，

Ａ３分会長ら３名は通知どおりストライキを実施した。 

カ 本件分会の組合員のうちＡ５，Ａ４並びにＣ２，Ｃ３，Ｃ４，Ｃ５

及びＣ６の７名は，同月２５日，本件組合等に対し，脱退届をそれぞ

れ提出した。同人らが提出した脱退届には，原告との対立を避けたい，

家族の反対があった，仕事を干されたら生活がもたない，本件組合や

本件分会の組合員との意見の不一致，不満がなくなったなどの脱退理

由が記載されていた。 

キ 原告は，同日，Ａ３分会長ら３名に対し，同年８月１６日から同年

９月１５日までの期間に係る賃金を支払ったが，その内訳は，８月１

７日の配車不指示に伴う調整手当と有給休暇１０日分の日給のみであ

り，ストライキ権を行使するとして不就業であった日数分の賃金は支

払わなかった（本件ストライキ対応）。 

  なお，原告の申請書記録簿上，Ａ３分会長につき，同年９月１４日，

１８日及び同月２４日から同年１０月１４日まで，Ａ７につき，同年

９月１４日，１８日，同月２４日から同年１０月１４日まで，Ａ６に

つき，同年８月２９日，３１日，同年９月１８日，同月２４日から同

年１０月１４日までの各期間については，いずれもストライキを意味

する「ス」という文字が記載され，また，Ａ６につき，同年９月１日

から１４日までの期間，Ａ３分会長ら３名につき，同年９月１５日か

ら１７日までの期間については無断欠勤を意味する「無」という文字

が記載されていた（ただし，休日及び同月２０日から２３日までの原

告の休業日を除く。）。なお，原告においては，勤怠上，ストライキ，

無断欠勤のいずれの場合も賃金は支払われないこととされていた。 



- 53 - 

ク 本件組合等は，同年１０月１日，原告に対し，Ａ６のストライキを

解除し，同月２日から１４日までのうち休日を除いた１１日分の有給

休暇を取得する旨の申請書を提出した。 

ケ 原告は，同月２日，本件組合等に対し，Ａ６の有給休暇の申請に関

し，年次有給休暇は６か月間継続勤務して全労働日の８割以上を出勤

することを条件に発生するものであるところ（労働基準法３９条），

Ａ６はストライキ名目で欠勤しているため，この要件を満たしておら

ず，年次有給休暇権は発生していないので，上記の申請には応じられ

ない旨を通知した。 

  もっとも，原告は，後日，所沢労働基準監督署からの指摘を受けて，

上記の取扱いを変更し，Ａ６に対し，上記の期間中について有給休暇

分の賃金を支払った。 

コ 本件組合等は，同月３日，本件解雇に対する抗議行動の一環として，

本件団交申入れの際にＡ６が行った本件撮影行為に係る動画をユーチ

ューブにアップロードした（本件アップロード行為）。 

サ 同月９日，都労委において，あっせん員による立会団体交渉（第２

回）が開催され，主としてＡ３分会長ら３名の残業代請求権の存否及

び本件解雇の有効性について団体交渉がされたが，原告と本件組合等

との間で折り合いがつかず，あっせん手続は同日をもって打ち切りと

なった。 

シ 本件組合等は，同日，都労委に対し，本件申立てに関し，前提事実

(4)スのとおり，救済を求める事項を追加した。 

ス 原告は，同月２６日，別件訴訟の第１回口頭弁論期日において，Ａ７

及びＡ６からダンプカーの鍵の返却を受け，同日，同人らに対する同

訴訟に係る訴えを取り下げた。 

(5) 本件解雇の効力発生以降（平成２７年１０月１５日以降）のＡ３分会
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長ら３名及びＡ８の就労状況等 

ア Ａ３分会長ら３名は，同年１１月から平成２８年１月までの間，日

給１万円の運転手のアルバイトとして就労した。その就労日数は，以

下のとおりである。 

 平成２７年１１月 平成２７年１２月 平成２８年１月 

Ａ３分会長 １日 ２日 ２日 

Ａ７ ２日 ４日 １日 

Ａ６ ２日 ３日 １日 

イ Ａ３分会長は，その後，食品加工工場等で日給７０００円の派遣社

員として月に数日働き，平成２９年２月時点では，日給８０００円の

派遣運転手として月に２０日程度働いた。Ａ７は，平成２８年１０月

から，日給８０００円の運転手として月に２０日程度働いた。その後，

Ａ３夫妻は，令和元年１１月時点でトラックの運転手として働いてい

た。 

  Ａ６は，平成２７年１０月１５日以降，同じ会社で数日程度アルバ

イトとして働くこともあったが，平成２９年１月中旬頃から４月まで

は無職となり，同年５月から平成３０年５月までの間，上記の会社で

のアルバイトを再開し，月１０日から１５日程度働いた。その後，Ａ６

は，同年６月に運送会社に就職したものの，長時間残業をしても残業

代が払われないとして同年１１月に同社を退職し，同年１２月から別

の運送会社に就職し，令和元年１１月時点でも同社において働いてい

た。 

ウ Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対する本件解雇の期限が到来した平成

２７年１０月１４日以降，原告の従業員の中に本件組合等に属する組

合員は存在しなくなった。 

  なお，Ａ８は，平成２９年７月１７日に本件組合等を脱退した。 
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２ 争点(1)（７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指示が労組法

７条１号本文前段の不当労働行為を構成するか否か）について 

  (1) ダンプカー運転手に対する配車不指示が「不利益な取扱い」に該当す

るか。 

前記第１の２の前提事実等及び上記１の認定事実（以下，これらを併

せて「前提事実等」という。）において認定したとおり，原告は，Ａ３分

会長ら３名に対し，７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指

示により産業廃棄物の収集運搬業務に就かせず，勤怠上，会社都合によ

る欠勤として取り扱い，当該日の賃金について日給額の６割相当額の支

払にとどめたことが認められる。以上によれば，７月３１日の配車不指

示及び８月１７日の配車不指示は，いずれも原告によるＡ３分会長ら３

名に対する就業上及び経済的待遇上の不利益な取扱いに該当すると認め

るのが相当である。 

これに対し，原告は，ダンプカー運転手に対する配車指示は配車係の

Ｂ５が決定しており，Ｂ１社長は関与していない旨を主張するところ，

これは，原告において７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不

指示を行ったものではない旨を主張する趣旨と解される。しかし，前提

事実等において認定したとおり，Ｂ５は，同年７月１日に配車係に配属

された原告の従業員であり，配属後は，配車業務等を統括するＢ２専務

と相談しながら配車指示を行っていたこと，７月３１日の配車不指示及

び８月１７日の配車不指示は，いずれもＢ２専務と相談の上で行われて

いることが認められ，そうすると，上記の各配車不指示は，いずれも使

用者としての原告の意を踏まえてされたものといえるから，原告が主体

となって不利益な取扱いを行ったものと認めるのが相当である。したが

って，原告の上記主張は採用することができない。 

  (2) 原告の不当労働行為意思の有無について 
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   ア ７月３１日の配車不指示について 

前提事実等において認定したとおり，Ｂ１社長は，本件団交申入れ

の際，労働条件に不満があるのであれば，労働組合を結成する前に自

分の所に相談に来るべきである旨を述べ，Ａ３分会長らが，かかる順

序を踏まずに本件分会を結成し，かつ，原告の従業員ではない本件組

合のＡ２書記長らから団体交渉を申し入れられたことについて強い不

快感を示すなど，本件組合等に対する嫌悪感を露わにしていたこと，

Ｂ１社長は，本件団交申入れを受けた直後に，その状況等をダンプカ

ー運転手らの配車業務等を統括するＢ２専務に伝え，Ｂ２専務は，同

日，配車係のＢ５と共に，ダンプカー運転手らと個別に面談し，本件

組合等への加入の有無やその意思について確認した上で，Ｂ５と相談

して７月３１日の配車不指示を行ったことが認められる。以上の事情

に照らせば，７月３１日の配車不指示は，原告が，本件団交申入れを

行った本件組合等及びその組合員を嫌悪し，Ａ３分会長ら３名が本件

組合等の組合員であることの故に就業上及び経済的待遇上の不利益を

課し，原告の事業所から本件組合等の影響力を排除することを企図し

て行ったものと推認し得るから，不当労働行為意思に基づく不利益な

取扱いであると認めるのが相当である。 

これに対し，原告は，７月３１日の配車不指示は，配車指示につい

て裁量を有するＢ５が，本件組合等による本件団交申入れが原告に敵

対的な態様でされたことを踏まえ，本件組合等の組合員であったＡ３

分会長ら３名が組合活動の名目で今後どのような行動を起こすか予測

が立たず，取引先に迷惑をかける可能性があると考えて，応急的措置

として平成２７年７月３１日の１日限りでダンプカー運転手としての

業務遂行を停止したにすぎず，これはＢ５の裁量の範囲内の行為であ

る旨を主張する。しかしながら，労組法７条１号本文前段の不当労働
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行為は，労働者が労働組合の組合員であることなどの故をもって不利

益な取扱いが行われたことをもって成立するのであって，当該不利益

取扱いが使用者の営業上の裁量権の範囲内にあるか否かは直ちに不当

労働行為の成否に関する判断を左右するものではないというべきであ

る。この点を措くとしても，本件団交申入れの状況に照らせば，一般

的・抽象的な危惧の程度を超えてＡ３分会長ら３名に業務を継続させ

ることによって原告に経営上の支障が生ずる蓋然性があったとまでは

認められない。したがって，原告の上記主張は採用することができな

い。 

イ ８月１７日の配車不指示について 

前提事実等において認定したとおり，本件組合等は，本件団交申入

れ以降，原告に対し，不当労働行為の中止を求め，また，本件夏季賞

与申入れを行うなど組合活動を活発化させていたこと，これに対し，

原告は，７月３１日の配車不指示以降も，８月１日のＢ１社長発言，

８月３日のＢ５及びＢ６発言，８月７日のＢ１社長発言を通じて本件

組合等と鋭利に対立し，労使の関係は悪化の一途をたどっていたこと，

そのような中で，本件組合等は，上記のような原告の対応に抗議する

とともに，平成２７年８月１１日，都労委に対しあっせんの申請を行

い，同日，原告は８月１７日の配車不指示を行ったこと，本件組合等

は，同月１２日，原告に対し改めて団体交渉を申入れるとともに，都

労委へ上記申請を行ったこと及び８月１７日の配車不指示に抗議する

ことなどを申し入れ，さらに，同月１４日，所沢労働基準監督署に対

し，原告に係る労働基準違反に関する申告を行ったが，原告は８月１

７日の配車不指示を撤回せず，かえって，Ｂ１社長は，同月１７日，

Ａ２書記長に対し，電話で，組合結成を通知された時から気分を悪く

しており，なぜ自分を怒らせるような行為をするのかなどと発言した
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ことが認められる。これらの諸事情に照らせば，原告が，Ａ３分会長

ら３名に対し８月１７日の配車不指示をし，本件組合等からの抗議に

もかかわらずこれを維持したことは，７月３１日の配車不指示以降も

継続されていた本件組合等の活動を嫌悪し，Ａ３分会長ら３名が本件

組合等の組合員であることの故に就業上及び経済的処遇上の不利益を

課し，原告の事業所から本件組合等の影響力を排除することを企図し

て行ったものと推認し得るから，不当労働行為意思に基づく不利益な

取扱いであると認めるのが相当である。 

これに対し，原告は，Ａ３分会長ら３名が原告の夏季休業期間（平

成２７年８月１２日から同月１６日まで）の直前である同月１１日に

突然欠勤し，夏季休業明けである同月１７日に同人らが出社するか不

明であったことから，応急的措置として同人らの同日の配車指示を停

止し，休業手当が支給される会社都合休業としたものであって，かか

る対応は合理的な経営判断に基づく措置であり，原告の裁量の範囲内

の行為である旨を主張する。しかしながら，労組法７条１号本文前段

の不利益な取扱いが使用者の営業上の裁量権の範囲内にあるか否かが

直ちに不当労働行為の成否に関する判断を左右することにならないこ

とは，前記アに説示したとおりである。この点を措くとしても，Ａ３

分会長ら３名は，同月１１日，欠勤届を提出した上で欠勤したものと

認められ（なお，本件全証拠を子細にみても，同認定を覆すに足りる

的確な証拠はない。），かかる欠勤をもって原告の夏季休業期間明けの

同月１７日にＡ３分会長ら３名の出社の有無が不明であったとはいえ

ず，少なくとも同月１１日にＡ３分会長ら３名が欠勤した時点で同月

１７日の配車指示を中止しなければ原告に経営上の支障が生ずる蓋然

性があったとまでは認められない。したがって，原告の上記主張は採

用することができない。 
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(3) 原告のその余の主張に対する判断 

原告は，７月３１日の配車不指示の前日になされた本件団交申入れが

事前の連絡もなく突然にされ，また，本件撮影行為もＢ１社長に無許可

で行われた合理的な目的や必要性を欠くものであって，これらは，Ｂ１

社長を挑発，煽動する目的や原告の業務を妨害する目的で行われたもの

であり，殊に，本件撮影行為は，Ｂ１社長の肖像権や原告のプライバシ

ーを侵害する違法なものであり，労働組合の行為として正当性を欠く旨

を主張する。原告の上記主張は，本件組合等の本件団交申入れは正当な

組合活動には該当しないから，そのことの故をもって７月３１日の配車

不指示及び８月１７日の配車不指示をしたとしても不当労働行為とはな

らない旨を述べる趣旨と解される。 

しかしながら，労組法７条１号本文前段所定の不当労働行為は，「労

働組合の正当な行為をしたことの故をもつて」された場合のみならず，

「労働者が労働組合の組合員であること，労働組合に加入し，若しくは

これを結成しようとしたこと（中略）の故をもつて」労働者に対して不

利益な取扱いをすることによっても成立するところ，前記(2)において説

示したとおり，７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指示は，

いずれもＡ３分会長ら３名が本件組合等の組合員であることの故をもっ

てされたものと認められるのであるから，原告がかかる不利益な取扱い

を行った縁由が本件団交申入れ時における本件組合等の対応等にあった

としても，Ａ３分会長ら３名に対する不当労働行為の成立を妨げるもの

ではないというべきである。 

この点をしばらく措くとしても，前提事実等によれば，①本件団交申

入れは，本件分会の結成の通知と本件団交申入書記載の事項に係る団体

交渉の申入れを目的としてされたものであり，原告ないしＢ１社長の業

務を停滞ないし妨害する意図で行われたものとはいえず，申入れの態様
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も主としてＢ１社長とＡ２書記長との間の口頭でのやり取りが主であり，

殊更に喧噪状態に陥ったような形跡もうかがわれないこと，②本件撮影

行為についても，本件組合等は，かつて別の団体交渉を行った際に使用

者から暴行を振るわれかねない経験を有していたことから，交渉の様子

を記録することで事後の争いを回避しようという意図で本件撮影行為を

行ったものであり，本件撮影行為の態様も，社長室のある事務所の入口

付近でされたＢ１社長とＡ２書記長とのやり取りを戸外から撮影したに

とどまるほか，Ｂ１社長もＡ２書記長から上記の説明をされてあらため

て撮影の許諾を求められ，これに応じたことが認められる。かかる事情

に加え，本件団交申入れ及び本件撮影行為により原告の業務に著しい支

障が生じた形跡はなく，また，本件撮影行為に係る動画にＢ１社長の容

ぼうや社長室内の状況が録画されていたとしても，そのことにより原告

の機密情報が外部に漏えいし，あるいは原告の業務に著しい悪影響を及

ぼすなどの実害が生じたと認めるに足りる的確な証拠もないことに照ら

せば，本件団交申入れがＢ１社長に対する事前の通告ないし約束を経な

いままに行われ，また，本件撮影行為が当初Ｂ１社長の承諾なく開始さ

れ，撮影に係る動画にＢ１社長の容ぼうや社長室の状況が録画されてい

たとしても，その目的の正当性及び手段ないし態様の相当性を欠き，Ｂ１

社長において受忍すべき限度を超えるものとまではいえないから，これ

らの本件組合等の活動が「労働組合の正当な行為」（労組法７条１号本文

前段）に該当しないとはいえない（なお，本件撮影行為によって録画さ

れた動画は，本件解雇後にユーチューブにアップロードされて公開され

ているが（本件アップロード行為），前提事実等において認定したとおり，

これは本件解雇に抗議することを目的として行われたものと認められる

のであって（前記１(4)コ），本件撮影行為がされた時点において将来の

公表を目的として撮影がされたとまでは認め難いというべきである。）。
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したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

(4) 以上によれば，７月３１日の配車不指示及び８月１７日の配車不指示

は，労組法７条１号本文前段の不当労働行為を構成するものと認められ，

他に同認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

３ 争点(2)（８月１日のＢ１社長発言の有無及び同発言が労組法７条３号本

文前段の不当労働行為を構成するか否か）について 

(1) ８月１日のＢ１社長発言の有無について 

前提事実等において認定したとおり，Ｂ１社長は，平成２７年８月１

日，Ｂ２専務等の経営陣及びリサイクル工場の工場長らが出席する会議

において，本件団交申入れの状況等を説明した上で，今後，本件組合等

との交渉は弁護士に委任することになるが，高額な弁護士費用が見込ま

れることから，最終的な決定ではないとしても，同年度の夏季賞与の支

払をしない可能性がある旨の発言（８月１日のＢ１社長発言）をしたこ

とが認められる。 

  これに対し，原告は，Ｂ１社長は，上記の会議の席上，本件組合等へ

の対応を弁護士に依頼することで高額な費用が発生することになれば，

従業員に対する夏季賞与の支給を含め，経営者として色々判断しなけれ

ばならなくなる旨の発言はしたが，夏季賞与は支払わない旨の発言はし

ていないと主張し，Ｂ１社長も都労委における審問においてこれに沿う

供述をしている。しかし，Ｂ１社長は，平成２７年８月６日のＡ２書記

長との電話でのやり取りの中で「最初はかちっときて，ボーナスは出さ

ないと俺，はっきり言いましたよ，確かに。」などと発言し（前記１(3)

カ），また，本件団交の際も，本件組合等から８月１日のＢ１社長発言の

有無を問われたのに対し，そのように思ったから発言しただけで何がお

かしいのかと述べたこと（前記１(3)ヒ(ｲ)）が認められる。これらの事

実を踏まえれば，Ｂ１社長は，上記の会議において，夏季賞与の支給の
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当否は経営判断の問題である旨の発言にとどまらず，本件組合等への対

応を弁護士に依頼するための費用が高額となることを理由に従業員に対

して夏季賞与を支払わない可能性がある旨の発言をしたと認めるのが相

当であり，同認定に反するＢ１社長の上記供述はにわかに信用すること

ができず，他に上記の認定を覆すに足りる的確な証拠はない。したがっ

て，原告の上記主張は採用することができない。 

(2) ８月１日のＢ１社長発言の不当労働行為該当性について 

次いで，８月１日のＢ１社長発言が労組法７条３号本文前段の支配介

入に該当するか否かについて検討するに，前示のとおり，同発言は，本

件団交申入れ直後に原告の役員及び幹部従業員を招集した会議の場にお

ける発言であること，同発言の内容も，本件分会の結成と団体交渉の申

出を通知されたことと関連付けて従業員に対する夏季賞与の不支給を示

唆したものであること，原告では平成２７年以前から従業員に対して夏

季賞与が支給されていたが，賃金規程は備えられておらず，賞与の支給

の有無及び金額は専らＢ１社長の独自の判断により決定されていたこと

に照らすと，８月１日のＢ１社長発言は，夏季賞与の支給を見込んで生

計を立てている原告の従業員らに対し，本件分会が結成されたために夏

季賞与が不支給となるということを強く印象付けるにとどまらず，本件

分会の非組合員の本件組合等に対する反組合的感情が醸成されることで

組合員と非組合員との間の対立をあおる効果を有するものといえ，これ

により，本件組合等の自主性及び組織力が損なわれ，使用者による組合

運営に対する干渉ないし組合の弱体化をきたすものといえるから，本件

組合等の運営に対する支配介入に該当すると認めるのが相当である。 

これに対し，原告は，８月１日のＢ１社長発言は，本件組合等から求

められた２年分の残業代を支払うことになれば，原告にとって多大な負

担となることから夏季賞与の支払の当否も検討せざるを得なくなるとい
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う経営者としての見解を述べたにすぎず，本件組合等に対する支配介入

には該当しない旨を主張する。しかしながら，前示のとおり，原告の従

業員に対しては従前から夏季賞与が支給されていたところ，Ｂ１社長か

ら本件組合等の組合活動に対応する必要を理由に夏季賞与の不支給が示

唆され，実際に夏季賞与が支払われない事態が生ずれば，本件組合等に

加入していない原告の従業員らにおいては，本件分会が結成されたため

に夏季賞与が不支給となったという印象を強く抱くことになり，これに

より，本件組合等に対する反組合的感情が醸成され，組合員と非組合員

との間の対立が先鋭化しかねないものといえ，これにより，本件組合等

の自主性及び組織力が損なわれ，使用者による組合運営に対する干渉な

いし組合の弱体化をきたすものといえるから，従業員に対する夏季賞与

の支給がＢ１社長の会社経営上の裁量に委ねられていたことを考慮して

も，８月１日のＢ１社長発言は，本件組合等の運営に対する支配介入に

該当すると認めるのが相当である（この点，上記の発言後の平成２７年

９月１０日に本件夏季賞与支給がされたことが認められるが，その支給

時期は例年よりも遅れ，かつ，その支給額も例年の半額程度にとどまっ

たこと（前記１(3)ノ）に照らせば，本件夏季賞与支給がされたことを踏

まえても上記の認定を左右するものとは認められない。）。したがって，

原告の上記主張は採用することができない。 

(3) 以上によれば，８月１日のＢ１社長発言は，労組法７条３号本文前段

の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認定を覆すに足りる

的確な証拠はない。 

４ 争点(3)（８月３日のＢ５及びＢ６発言が労組法７条３号本文前段の不当

労働行為を構成するか否か）について 

(1) 不当労働行為の成否について 

前提事実等において認定したとおり，Ｂ５は，平成２７年８月１日，
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Ｂ１社長がＢ２専務等の経営陣及びリサイクル工場の工場長らを集めて

行った会議に同席し，その場で８月１日のＢ１社長発言を聞いたこと，

同月３日，Ｂ６と共に，Ａ３分会長ら３名及びＡ８に対し，８月１日の

Ｂ１社長発言の要旨を伝えた上で，１時間以上にわたって，夏季賞与が

支給されないことになれば，その責任は本件組合等にあるとして他の従

業員が立腹している旨，他の従業員の承諾も得ずに本件分会を結成した

ことには納得がいかない旨，夏季賞与が出ない場合は本件分会の組合員

らが責任を取って賞与分を補償するか原告を辞職するべきである旨，本

件分会を解散して問題を解決すべきである旨をそれぞれ述べたこと（８

月３日のＢ５及びＢ６発言）が認められる。しかして，８月３日のＢ５

及びＢ６発言は，８月１日のＢ１社長発言の意を汲み，Ａ３分会長らが

本件分会を結成したことを非難し，本件分会の組合活動を続ければ組合

員と非組合員との軋轢が強まるばかりで，Ａ３分会長らにおいても原告

における就業が困難になるとして，本件分会の解散を勧奨することで今

後の組合活動の継続をけん制するものといえ，これにより，本件組合等

の自主性及び組織力が損なわれ，使用者による組合運営に対する干渉な

いし組合の弱体化をきたすものといえるから，本件組合等の運営に対す

る支配介入に該当すると認めるのが相当である。 

(2) 原告の主張に対する判断 

  原告は，８月３日Ｂ５及びＢ６発言は，８月１日のＢ１社長発言を受

けてされた発言でも，Ｂ１社長と事前に打ち合わせ等をした上で発せら

れたものでもなく，成り行きで行われたＡ３分会長ら３名及びＡ８との

面談に際して発せられた各自の意見にすぎないから原告の発言と同視す

ることはできず，それゆえ，原告による本件組合等に対する支配介入に

は該当しない旨を主張する。 

そこで検討するに，使用者に雇用される労働者がなした支配介入であ
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っても，当該労働者が労組法２条１号の使用者の利益代表者に近接する

職制上の地位にあり，その者が使用者の意を体して労働組合に対する支

配介入を行った場合には，使用者との間で具体的な意思の連絡がなくと

も，当該支配介入をもって使用者の不当労働行為と評価することができ

るものと解すべきである（最高裁平成１６年（ヒ）第５０号同１８年１

２月８日第二小法廷判決・裁判集民事２２２号５８５頁参照）。 

これを本件についてみると，前提事実等によれば，Ｂ５は，原告にダ

ンプカー運転手として雇用されていた者であるところ，平成２７年７月

１日から配車係に配置され，配車センターにおいて原告のダンプカー運

転手に具体的な産業廃棄物の収集運搬業務を指示することを内容とする

配車指示業務に従事していたこと，原告において配車業務はＢ２専務が

統括しており，Ｂ５は，配車係に着任後，基本的にはＢ２専務と相談し

ながら具体的な配車指示を行っており，７月３１日の配車不指示及び８

月１７日の配車不指示もＢ２専務と相談した上で行われたものであるこ

と，Ｂ５は，Ｂ２専務の指示を受けて同年８月１日に原告の役員及び幹

部従業員を集めて行われた会議に同席し，８月１日のＢ１社長発言を含

めて同会議の様子を直接見聞きしていたことが認められる。しかして，

Ｂ５は，他のダンプカー運転手の業務内容を指示する業務に従事してい

たとしても，その内容はダンプカー運転手に対する具体的な産業廃棄物

の収集運搬先やその内容を指示するものにとどまり，使用者である原告

の利益を直接的に代表する立場として，ダンブカー運転手の業務状況を

管理監督することを職務としていたものとまではいえないから，労組法

２条１号における使用者の利益代表者に該当するとは認め難い。しかし

ながら，Ｂ２専務は原告の「役員」（労組法２条１号）であり，使用者で

ある原告の利益を代表する者といえるところ，Ｂ５は，前示のとおり，

原告の利益代表者であるＢ２専務と相談の上，配車係としてダンプ運転
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手の配車指示業務を取りまとめ，具体的な業務指示を与える立場にあっ

たものであり，Ｂ２専務の指示で原告の役員及び幹部従業員らが出席す

る会議にも同席していたというのであるから，使用者の利益代表者に近

接する職制上の地位にある者と認めるのが相当である。そして，Ｂ５は，

８月１日のＢ１社長発言を直接聞いた上で，その翌々日である平成２７

年８月３日，原告の事業所内において，Ｂ６と共に，同僚であるＡ３分

会長ら３名及びＡ８に呼び掛けて，１時間以上にわたり，上記のとおり

原告ないしＢ１社長の意向に沿った立場からされたものと見ざるを得な

い発言をしていること，前記１(2)ア(ｳ)において認定した本件団交申入

れ時のＢ１社長の言動等に照らし，８月１日のＢ１社長発言も７月３１

日の配車不指示の場合と同様に本件組合等に対する強い嫌悪の念に基づ

くものといえることを総合すれば，８月３日のＢ５及びＢ６発言は，原

告ないしＢ１社長との間での具体的な意思の連絡に基づくものでなかっ

たとしても，Ｂ１社長ないし原告の意を体してされたものと認めるのが

相当であり，使用者である原告の不当労働行為と評価することができる

ものと解すべきであって（なお，Ｂ６は，使用者である原告の利益代表

者に近接する職制上の地位にある者とまでは認め難いものの，かかる職

制上の地位にあったＢ５に同調して，同趣旨の発言をしていることから

すれば，Ｂ５による発言と同視することができるというべきである。），

他に本件全証拠を子細にみても，８月３日のＢ５及びＢ６発言が，原告

の従業員としての個人的な立場からされた発言であるとか，Ａ３分会長

ら３名及びＡ８との間の個人的な関係から発せられた発言にとどまるこ

とが明らかであるなどの特段の事情があったと認めるに足りる的確な証

拠はない。したがって，原告の上記主張は採用することができない。 

(3) 以上によれば，８月３日のＢ５及びＢ６発言は，労組法７条３号本文

前段の原告の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認定を覆
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すに足りる的確な証拠はない。 

５ 争点(4)（８月７日のＢ１社長発言の有無及び同発言が労組法７条３号本

文前段の不当労働行為を構成するか否か）について 

(1) ８月７日のＢ１社長発言の有無について 

前提事実等において認定したとおり，Ｂ１社長は，平成２７年８月７

日，８月７日のＡ６・Ｂ６間のトラブルの裁断を求めて社長室を訪れた

Ａ６に対し，今後もダンプカー運転手らが残業代等の支払を求めて本件

分会の組合員として組合活動を続けるのであれば，原告の業務のうち産

業廃棄物の収集運搬部門を縮小し，保有するダンプカーも処分すること

を考えており，その場合，Ａ６ほかの本件分会の組合員らはもとより，

本件組合等に加入していないダンプカー運転手についても解雇せざるを

得なくなるから，Ａ６らが組合活動を続けることは原告を良くすること

にはつながらず，かえって非組合員である原告の従業員に重大な不利益

を被らせることとなるとして，Ａ６に対し，本件組合等を脱退してダン

プカー運転手として原告で働き続けるか，自身の解雇や他の非組合員ら

に迷惑をかけることを前提に本件組合等の活動を続けるかという二者択

一を迫る発言（８月７日のＢ１社長発言）をしたことが認められる。 

これに対し，原告は，同日，Ｂ１社長は，Ａ６に対し，原告に勤務し

続けたいのであれば組合を辞めろという趣旨の発言はしていない旨を主

張するが，上記のやり取りを記録した録音媒体の反訳書によれば，Ｂ１

社長が８月７日のＢ１社長発言をしたことは優に認められるから，原告

の上記主張は採用することができない。 

(2) ８月７日のＢ１社長発言の不当労働行為該当性について 

次いで，８月７日のＢ１社長発言が労組法７条３号本文前段の支配介

入に該当するか否かについて検討するに，前示のとおり，同発言は，Ａ６

が本件組合等の組合員であることやＡ６らが本件分会を結成したことを
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非難し，Ａ６に対して原告における勤務の継続か本件組合等からの脱退

かの二者択一を迫るものであるところ，これは，本件組合等の組合員に

対して組合組織からの脱退を勧奨するものであって，本件組合等の自主

性及び組織力を損ねるとともに，使用者による組合運営に対する干渉な

いし組合の弱体化をきたすものであるといえるから，本件組合等の運営

に対する支配介入に該当すると認めるのが相当である。 

これに対し，原告は，８月７日のＢ１社長発言は，Ｂ１社長にとって

予定されていない急遽行われたＡ６との面談の中で，突発的に経営上の

不安を述べただけのものであり，組合活動を妨害する意図もなく，また，

組合の運営や活動に与えた影響も皆無であるから，支配介入には該当し

ない旨を主張する。しかしながら，前示のとおり，８月７日のＢ１社長

発言は，本件組合等への嫌悪感を背景に，本件分会の特定の組合員に対

し直接的に組合からの脱退と退職との二者択一を迫るものにほかならな

いが，かかる発言を客観的にみれば，労働組合が団体交渉の主体である

ための自主性及び組織力を損ない，労働組合の結成及び運営に対する干

渉あるいは組合組織の弱体化をきたすものといえ，単に経営上の不安を

述べたにとどまるとか，本件組合等の運営や活動に与えた影響が皆無で

あったとは認め難いものというべきである。したがって，原告の上記主

張は採用することができない。 

(3) 以上によれば，８月７日のＢ１社長発言は，労組法７条３号本文前段

の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認定を覆すに足りる

的確な証拠はない。 

６ 争点(5)（本件ストライキ対応が労組法７条１号本文前段及び同条３号本

文前段の不当労働行為を構成するか否か）について 

  (1) 不当労働行為の成否 

ア 前提事実等において認定したとおり，本件組合等は，原告に対し，
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Ａ３分会長について，平成２７年９月１４日，同月１８日，同月２４

日から同年１０月１４日まで，Ａ７について，同年９月１４日，同月

１８日，同月２４日から同年１０月１４日まで，Ａ６について，同年

８月２９日，同月３１日，同年９月１８日，同月２４日から同年１０

月１４日までの各期間，原告の不当労働行為に抗議するためにストラ

イキを行う旨を事前に通知し，Ａ３分会長ら３名は，それぞれ上記の

日ないし期間，原告に出勤しなかったこと（本件ストライキ権行使），

これに対し，原告は，本件組合等に対し，同年８月２８日，同年９月

３日及び１８日，上記の各通知について適法なストライキ権行使とは

認めない旨を通知し，Ａ３分会長ら３名の欠勤をいずれも無断欠勤と

取り扱って，当該欠勤の日の日給を支給しなかったこと（本件ストラ

イキ対応），原告は，同年９月１４日に実施された本件団交の際も，

Ａ３分会長ら３名のストライキ権行使は正当な争議行為である旨を主

張した本件組合等に対し，原告としては無断欠勤として認織しており，

今後，無断欠勤を理由として懲戒処分を行う可能性がある旨を述べ，

実際にＡ６については本件ストライキ権行使を主張して業務を一方的

に放棄したことを解雇理由の一つとして本件解雇をしたことが認めら

れる。 

イ そこで検討するに，本件ストライキ対応は，ストライキを実施した

Ａ３分会長ら３名を無断欠勤として取り扱い，ストライキを実施した

日の賃金を全額不支給としたものであるから，同人らに対する不利益

な取扱いに該当する。また，本件ストライキ対応は，本件組合等の指

導により行われたＡ３分会長ら３名のストライキを違法なストライキ

として扱い，同人らをいずれも無断欠勤と取り扱ったものであること，

従前から，原告により一連の不当労働行為が継続的に行われていたこ

とに照らせば，本件組合等の組合活動及び組合員によるストライキ権
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行使を阻止し，その抑制を企図したものであると認められるから，本

件組合等の運営に対する支配介入に該当するとともに，不当労働行為

意思も認められるというべきである。 

  (2) 原告の主張に対する判断 

ア 原告は，平成２７年９月１日から同月１７日までのＡ６による本件

ストライキ権行使はストライキの名目で休業したにすぎないものとい

えるから，原告がこれを違法なストライキに当たるものとして無断欠

勤と取り扱ったことは正当であって，本件組合等の正当な組合活動又

は組合運営に対する支配介入には該当しない旨を主張するので，以下

検討する。 

  労働者の争議行為や労働組合の組合活動に対する労基法上の法的保

護は，それらがいずれも「正当なもの」である場合に認められるもの

であるところ（労組法１条２項，８条），前提事実等において認定し

たとおり，Ａ６の本件ストライキ権行使は，本件組合等からの指示に

基づき，その組合員として行ったものであること，原告においては，

本件団交申入れや本件組合等からの再度の団体交渉の求めに直ちに応

じる姿勢を見せないまま，本件組合等あるいは組合員であるＡ３分会

長ら３名に対する不当労働行為を継続しており，Ａ６の本件ストライ

キ権行使も，これらの原告の不当労働行為に抗議して正常な団体交渉

の実施を求める目的で行われたものであること，Ａ６の本件ストライ

キ権行使は，本件組合等から原告に対して事前にその期間が告知され

ており，その内容も，休業（労務の不提供）という態様にとどまって

いたことからすれば，Ａ６の本件ストライキ権行使は，原告のそれま

での不当労働行為に対する争議行為としての実質を有するものといえ，

その手続や態様においても特に信義に反するとはいえない（なお，平

成２７年９月１日のＡ６による本件ストライキ権行為に関しては本件
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組合等から事前の通知はされていないが（前記１(4)ウ），原告による

それまでの不当労働行為の態様等に照らせば，上記の事情を踏まえて

も，Ａ６の本件ストライキ権行使が全体として争議行為としての信義

に反することになるとまでは認められない。）。したがって，Ａ６の本

件ストライキ権行使は，争議行為として正当性を有するといえるから，

原告の上記主張は採用することができない。 

イ 原告は，本件ストライキ対応の一部については，現時点において適

法なストライキとして認め，申請書記録簿にもその旨を記載している

から，既に救済の必要性や救済の利益は失われている旨を主張する。 

  この点，前提事実等において認定したとおり，原告は，申請書記録

簿上，Ａ３分会長ら３名がストライキを行った日の一部についてスト

ライキを意味すると解される「ス」という文字を記載し，形式的には

無断欠勤とは扱っていないことがうかがわれるが，一方で，本件団交

の際には，申請書記録簿上の「ス」という記載の意味について，無断

欠勤と認識しているが，本件組合等がストライキ権の行使であると主

張しているために無断欠勤と区別してこのような表示とした旨の説明

をし，現に上記の「ス」と記載された日についても資金を支払ってい

ないことが認められる。このようにみれば，申請書記録簿に「ス」と

いう記載がされているとしても，それをもって原告がＡ３分会長ら３

名の本件ストライキ権行使を適法なストライキとして扱っていたとは

断定できず，そうすると，本件組合等において，本件ストライキ対応

からの救済の必要性や救済の利益を失っているとはいえないというべ

きである。したがって，原告の上記主張はいずれも採用することがで

きない。 

(3) 以上によれば，本件ストライキ対応は，労組法７条１号本文前段及び

同条３号本文前段の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認
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定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

７ 争点(6)（本件夏季賞与支給が労組法７条１号本文前段及び同条３号本文

前段の不当労働行為を構成するか否か）について 

  (1) 不当労働行為の成否について 

前提事実等において認定したとおり，原告は，平成２７年９月１０日，

Ａ３分会長ら３名を含む原告の従業員に対して平成２７年度の夏季賞与

を支給したが（本件夏季賞与支給），支給時期は例年よりも１か月程度遅

れ，また，支給額も前年度の半額程度にとどまったこと，原告は，本件

組合等あるいはＡ３分会長ら３名に対し，本件団交申入れの時点から本

件夏季賞与支給に至るまでの間，７月３１日の配車不指示，８月１７日

の配車不指示，８月１日のＢ１社長発言，８月３日のＢ５及びＢ６発言，

８月７日のＢ１社長発言及び本件ストライキ対応といった不当労働行為

を１か月以上にわたり継続的に行っていたこと，Ｂ１社長は，本件組合

等を嫌悪する発言を繰り返す中で本件分会の結成を理由とする夏季賞与

の不支給を示唆し（８月１日のＢ１社長発言），本件夏季賞与支給の４日

後に行われた本件団交においても，ダンプカー運転手の日給額を増額し

たばかりであるのに，唐突に本件分会を結成するような従業員に対して

夏季賞与を支給するわけがないといった趣旨の発言をしたことが認めら

れる。以上の諸事情を踏まえれば，本件夏季賞与支給は，原告が継続し

て有する本件組合等への嫌悪の情に基づき，本件分会の結成やその組合

活動に対する報復的措置として，Ａ３分会長ら３名が本件組合等の組合

員であることの故に同人らに経済的不利益を負わせたものといえるから，

不当労働行為意思に基づく不利益取扱いに該当すると認めるのが相当で

ある。 

  さらに，本件夏季賞与支給は，本件分会の非組合員である従業員につ

いても同様の態様で行われているところ，上記の一連の原告による不当
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労働行為や原告による別件訴訟の提起等がされるなど，原告と本件組合

等との労使間の対立が深刻化の一途をたどる中で行われたものであるこ

とに照らせば，例年どおりの時期及び金額による賞与支給を見込んで生

計を立てていた原告の従業員に対し，本件分会が結成されたために夏季

賞与の支給が遅れ，かつ，その金額も大幅に減額されたということを強

く印象付けるものといえ，これにより，本件分会の非組合員の本件組合

等に対する反組合的感情を醸成し，組合員と非組合員との間の対立をあ

おる効果を有するものであり，本件組合等の自主性及び組織力を損なう

ともに，使用者による組合運営に対する干渉ないし組合の弱体化をきた

すものであるといえるから，本件組合等の運営に対する支配介入に該当

すると認めるのが相当である。 

(2) 原告の主張に対する判断 

原告は，本件夏季賞与支給の金額が例年の半額程度となったのは，本

件組合等が，原告に対し過去２年分の残業代を要求したほか，労働基準

監督署に対して残業代の支給に関する原告の取扱いに労働基準法違反が

ある旨を申告するなど，原告において多額の残業代の負担という不測の

支出の可能性が生じたためであるし，もとより，賞与の支給はＢ１社長

の経営上の裁量に委ねられており，原告の従業員において当然に賞与請

求権を有するものでもなかったとして，本件夏季賞与支給の内容は，原

告の経営上の裁量の範囲内の合理的なものであるから，Ａ３分会長ら３

名が組合員であったこと又は本件組合等の正当な組合活動の故に行った

不利益な取扱いにも，組合運営に対する支配介入にも該当しない旨を主

張する。 

  しかし，原告における賞与の支給がＢ１社長の裁量によるものであっ

たとしても，労組法７条１号本文前段の不当労働行為は労働者が労働組

合の組合員であることなどの故をもって不利益取扱いが行われたことに
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より，また，同条３号本文前段の不当労働行為は使用者による労働組合

への支配介入がされたことにより成立するのであるから，当該不利益取

扱いあるいは支配介入が使用者の営業上の裁量権の範囲内にあるか否か

は直ちに不当労働行為の成否を左右する事情とはなり得ないというべき

である。この点を措くとしても，原告において本件分会の組合員に対し

て過去２年分の未払残業代を支払った形跡はなく，また，本件組合等と

の対応を代理人弁護士に委任した際の委任費用の金額も明らかではない

ことからすれば，原告の主張を前提としても，例年どおりの時期及び金

額の夏季賞与を支給することによって原告に経営上の支障が生じ，ある

いはその蓋然性があったとまでは認められない。したがって，原告の上

記主張は採用することができない。 

(3) 以上によれば，本件夏季賞与支給は，労組法７条１号本文前段及び同

条３号本文前段の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認定

を覆すに足りる的確な証拠はない。 

８ 争点(7)（本件団交における原告の対応が労組法７条２号の不当労働行為

を構成するか否か）について 

(1) 不当労働行為の成否について 

前提事実等において認定したとおり，本件組合等は，８月１日のＢ１

社長発言等を踏まえ，原告に対し，８月５日付け文書を提出して本件夏

季賞与申入れを行い，同月１２日にも夏季賞与の支給を団体交渉の議題

の一つとする「団体交渉開催要求再々申入書」を提出したこと，本件団

交においては本件夏季賞与支給の当否等が議題とされたが，原告は，本

件組合等から，本件夏季賞与支給について例年よりも支給時期が遅れ，

また，支給額が例年の半額程度となった理由を問われたのに対し，賞与

はＢ１社長の経営上の裁量で恩典として支給されているものであり，履

行期についても定めはない旨を回答し，本件組合等から要求された賞与
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額の算定根拠となる原告の経営資料の開示を拒絶したことが認められる。 

  しかして，原告においては，かねてから夏季賞与が毎年８月頃に支給

されており，原告の従業員らもこれを生計の途と見込んでいたところ，

本件夏季賞与支給は支給時期及び額のいずれも例年とは異なるものであ

ったこと，本件就業規則において，従業員の賃金に関する事項は別に定

める賃金規程によると定められていたにもかかわらず，実際には賃金規

程は作成されていなかったこと（前提事実(2)イ(ｳ)）からすると，本件

組合等が，本件夏季給与支給の相当性や不当労働行為の該当性について

疑問を抱き，これを団体交渉の議題として掲げて賞与額の算定過程につ

いて原告に説明を求め，また，算定過程の合理性を基礎づける経営資料

等の開示を求めたことには合理性があるといえるから，原告においては，

これに関し，誠実な交渉を行う義務があったというべきである。しかる

に，前示のとおり，本件夏季賞与支給に関する本件団交の際の原告の説

明は，社長の裁量や経営判断という抽象的な理由を提示するにとどまっ

ているところ，本件組合等が説明を求める経営資料等の開示に応じるこ

とが原告の経営に著しい支障をもたらすとか，その作業に多大な労力や

費用を要するといった事情もうかがわれないことからすれば，本件団交

における原告の上記の対応は，本件夏季賞与支給に至った過程の合理性

に関して具体的な説明をせず，また，客観的な経営資料等の開示要求に

応じなかったものと解さざるを得ず，自らの主張の根拠についての具体

的な説明や論拠に基づき反論し，見解の対立の解消を目指し，交渉を通

じた合意による解決に向けて誠実に団体交渉に対応するという団体交渉

における誠実交渉義務を尽くしたものとは認め難いから，団体交渉の拒

否に該当するものと認めるのが相当である。 

(2) 原告の主張に対する判断 

  原告は，本件団交において，本件夏季賞与支給が例年より支給時期が
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遅れ，支給額が例年の半額程度となった理由については経営判断である

旨を回答しており，かかる回答を超えて使用者が従業員に対し経営の数

字を示して賞与金額を算出した根拠を説明すべき義務はないから，上記

の回答にとどめたことが団体交渉拒否に該当するとはいえない旨を主張

する。しかし，労組法７条２号が「使用者が雇用する労働者の代表と団

体交渉をすることを正当な理由なくて拒むこと」を不当労働行為と規定

した趣旨は，使用者と労働者の代表者又は労働組合とが対等な立場で労

働条件について交渉することで，労使合意による労使自治を達成すると

いう点にあるから，同号所定の団体交渉の拒否には，使用者が正当な理

由なく団体交渉を拒否するという類型のみならず，形式的には団体交渉

に応じているものの，労働組合に対し不誠実な態度を取り，労働条件に

ついて対等に交渉をしないなど実質的に団体交渉を拒否する類型（いわ

ゆる不誠実交渉）も含まれると解すべきである。そして，団体交渉が労

使関係に生じた問題を交渉によって合意し解決を図ることを主な目的と

するものであることからすると，使用者は，労働組合の要求に対して必

ず合意や譲歩を行う義務を負うものではないとしても，合意や譲歩がで

きない場合に，交渉事項に対する労働組合の具体的な主張，要求の内容

やその程度に応じて，使用者の主張及びその根拠となる資料等を示すこ

とにより，労働組合の理解を得ようとし，労使間の見解の対立を解消す

るなど，交渉を通じて合意による解決に向け誠実な対応をすべき義務を

負うものと解するのが相当である。そうすると，前示のとおり，原告が，

本件団交に際し，本件組合等から８月１日のＢ１社長発言等を踏まえて

本件夏季賞与支給の根拠ないし合理性について本件組合等から説明を求

められたのに対し，単に賞与の支給はＢ１社長の裁量判断による旨を回

答するにとどめ，経営資料等の開示を拒否したことは，団体交渉におい

て使用者に求められる誠実交渉義務に悖るものとして，実質的に団体交
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渉を拒否したものと解さざるを得ないというべきである。したがって，

原告の上記主張は採用することができない。 

(3) 以上によれば，本件団交の際の原告の対応は，誠実交渉義務に違反す

るものと認められるから，労組法７条２号の不当労働行為を構成するも

のと認められ，他に同認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

９ 争点(8)（本件解雇が労組法７条１号本文前段及び同条３号本文前段の不

当労働行為を構成するか否か）について 

  (1) 本件解雇の有効性について 

ア 解雇理由①（Ａ３分会長ら３名に係る本件撮影行為，本件アップロ

ード行為及び秘密録音）について 

(ｱ) 本件撮影行為について 

  原告は，本件撮影行為は，原告の業務に支障を及ぼすものであり，

また，Ｂ１社長の肖像権や原告のブライバシーを侵害する違法なも

のである旨を主張する。 

  しかし，本件撮影行為が組合活動としての正当性を欠くとはいえ

ないことは，前記２(3)において説示したとおりであるから，同行

為が本件就業規則３６条６号の解雇事由に該当するとは認められず

（なお，本件全証拠を子細にみても，Ａ７が本件団交申入れに参加

していたことを認めるに足りる的確な証拠はないから，Ａ７に係る

本件解雇につき本件撮影行為が解雇理由となる余地はない。），仮に

本件撮影行為が上記の解雇事由に該当するとしても，その態様や影

響等に照らせば，同事由を理由として解雇することは相当性を欠く

ものというべきである。したがって，原告の上記主張は採用するこ

とができない。 

(ｲ) 秘密録音について 

原告は，Ａ３分会長ら３名は，業務のあらゆる場面で日常的に秘
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密録音をしており，これにより業務上の秘密等が外部に流出する危

険性を生じさせただけでなく，従業員が常に緊張した状態で業務遂

行しなければならない状況に陥らせて平穏な営業活動や職場環境を

妨害，破壊したから，Ａ３分会長ら３名がなした秘密録音は正当な

組合活動とはいえない旨を主張する。 

  そこで検討するに．証拠及び弁論の全趣旨によれば，本件組合等

がＢ１社長や原告の従業員の了解を得ずに会話を録音していたのは

平成２７年８月３日（８月３日のＢ５及びＢ６発言の録音）及び同

月７日（８月７日のＢ１社長発言の録音）のみであったことが認め

られ，本件全証拠を子細にみても，両日以外に本件分会の組合員ら

が業務中に日常的に録音をしていたことを認めるに足りる的確な証

拠はない（なお，前示の証拠及び弁論の全趣旨によれば，同月３日

の録音を行ったのはＡ３分会長であり，同月７日の録音を行ったの

はＡ６の携帯電話を介して８月７日のＢ１社長発言を聞き取ってい

たＡ２書記長であると認められ，少なくともＡ７が秘密録音をした

との事実は認められない。）。 

しかして，前提事実等に証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，Ａ３

分会長による平成２７年８月３日の録音（８月３日のＢ５及びＢ６

発言の録音）は，同年７月３０日の本件団交申入れの後，７月３１

日の配車不指示，８月１日のＢ５発言及び８月１日のＢ１社長発言

といった原告の不当労働行為が立て続けに行われ，また，本件団交

申入れ直後にはＢ２専務によりダンプカー運転手に対する個別面談

が行われていたことから，Ａ３分会長において，上記の原告の対応

に一定の関与があったＢ５と話しをするに際しても不当労働行為と

なり得る発言がされることを懸念して行ったものであり，現に，同

年８月３日には，前記１(3)エ及び４において認定し説示したとお
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り，Ｂ５から原告の不当労働行為を構成すると認められる８月３日

のＢ５及びＢ６発言があったこと，Ａ６及びＡ２書記長による同月

７日の録音（８月７日のＢ１社長発言の録音）も上記と同様の状況

下で，Ｂ１社長と相対することになったＡ６が同社長から再度不当

労働行為となり得る言動を受けかねないという危惧感からＡ２書記

長の指示によりＢ１社長との会話中に携帯電話をＡ２書記長との通

話状態のままにし，これを聞いたＡ２書記長においてこれを録音し

たものであり，現に，同日には，前記１(3)キ及び上記５において

認定し説示したとおり，原告の不当労働行為を構成すると認められ

る８月７日のＢ１社長発言があったことが認められる。このような

事情に照らせば，上記の秘密録音は，いずれも原告が不当労働行為

に及ぶ蓋然性がある状況下において，具体的な会話内容を保全する

ことで事後の本件組合等による団体交渉に備える目的で行われたも

のであったといえ，他方で，上記の秘密録音が原告の業務上の秘密

を記録するために行われたものとは認められず，また，実際に当該

録音により原告の業務上の秘密が外部に漏洩するなどといった原告

の業務への客観的かつ実質的な悪影響が生じたことを認めるに足り

る的確な証拠もない。以上の事情を総合すれば，上記２回の秘密録

音は正当な組合活動の範囲を逸脱するとまではいえず，本件就業規

則３６条６号の解雇事由に該当するものではなく，仮に上記の秘密

録音が上記の解雇事由に該当するとしても，その態様や影響等に照

らせば，同事由を理由として解雇することは相当性を欠くものとい

うべきである。したがって，原告の上記主張は採用することができ

ない。 

   イ 解雇理由②（Ａ３分会長ら３名に係る信頼関係の破綻）について 

(ｱ) 原告は，Ａ３分会長ら３名は，本件撮影行為や秘密録音に加え，
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原告が倒産するなどといった虚偽の事実を告げて原告の従業員を勧

誘して本件分会を結成するなど，正当性を欠く組合活動を継続する

ことで原告の従業員及び原告との間の信頼関係を破綻させたもので

あり，それゆえ，Ａ３分会長ら３名の雇用を継続すれば社内外で事

故を発生させ，原告の他の従業員だけでなく，第三者の生命，身体，

財産も害するおそれがあったから，上記の行為は，本件就業規則３

６条６号に該当する旨を主張するので，以下検討する。 

(ｲ) 本件就業規則３６条６号は「その他前各号に準ずる，やむを得な

い事由があるとき」を解雇事由として規定しているところ，同条１

号ないし５号が，労働者の労働契約に基づく本質的な債務である労

務提供の不能又は不完全履行につき，それが専ら労働者側の事由に

基づく場合や労使双方の責めに帰することができない場合を実質的

な解雇理由として予定していると解されることからすれば，同条６

号の事由も，同条１号ないし５号の各事由に準ずるものであり，そ

れを理由に解雇処分をすることがやむを得ないといえるものを想定

しているものと解される。しかして，当該従業員と使用者あるいは

当該従業員と他の従業員との間における信頼関係の破綻の有無や程

度は，解雇の相当性の判断を左右する事情の一つにはなり得るとし

ても，それ自体が直ちに同条１号ないし５号の解雇事由に準ずるも

のといえるものではない。よって，原告が主張する信頼関係の破綻

を来す原因となったＡ３分会長ら３名の具体的な行為について，本

件就業規則３６条１号ないし５号の各事由に準ずるものであり，そ

れを理由に懲戒処分をすることがやむを得ないといえるか否かを更

に検討する。 

(ｳ) まず，本件撮影行為や秘密録音は，いずれも正当な組合活動であ

ると認められ，これらが本件就業規則３６条所定の解雇事由を構成
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するとはいえず，仮に上記の各行為が上記の解雇事由に該当すると

しても，その態様や影響等に照らせば，同事由を理由として解雇す

ることは相当性を欠くものと解すべきことは，上記ア(ｱ)及び(ｲ)に

おいて説示したとおりである。 

次いで，Ａ３分会長ら３名において，原告が倒産する旨の虚偽の

事実を告げて原告の従業員を組合員に勧誘して本件分会を結成した

か否かについて検討するに，前提事実等によれば，本件組合等は，

本件分会の結成後，当面の活動方針を決定するに際し，Ａ３分会長

らから原告の資産状況が悪化している旨の発言があったことを契機

として原告の資産状況等を調査したことはあったが，調査の結果，

特に問題はないものと判断されたことから，未払残業代の支払を求

めることを当面の活動方針としたこと，本件分会がその結成後に原

告の従業員を勧誘するために配布した「組合ニュース Ｎｏ．０１」

と題する文書及びその添付文書にも特に原告の資産状態に不安があ

る旨の指摘はされておらず，本件団交申入書にも原告の経営状態に

関する資料の開示等は交渉事項として記載されていなかったことが

認められる。以上によれば，本件組合等は，本件分会の結成時にお

いて，原告の従業員に組合への参加を呼びかけるに当たり，原告の

経営状態が悪化しているという認識を有していたとは断じ難く，少

なくとも原告が倒産しかかっているなどいった虚偽の事実を摘示し

て組合員を勧誘したとは認められない。その他，Ａ３分会長ら３名

において，原告が主張するようなＢ１社長の名誉や信用を貶めて原

告の事業所内に混乱を生じさせたり，社内外で事故を発生させ，原

告の他の従業員や第三者の生命，身体，財産を害する具体的なおそ

れを生じさせたと認めるに足りる的確な証拠はない。したがって，

解雇理由②に係る原告の主張は採用することができない。 
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   ウ 解雇理由③（Ａ７及びＡ６に係るダンプカーの鍵の返却）について 

(ｱ) 前提事実等において認定したとおり，Ａ７及びＡ６は，平成２７

年８月２０日以降，Ｂ５を介し，原告から，かねて交付されていた

ダンプカーの鍵の返却を業務命令として命じられたにもかかわらず，

これに直ちには応じず，原告から別件訴訟を提起され，同訴訟の第

１回口頭弁論期日においてこれを返却したことが認められる。しか

して，Ａ７及びＡ６に割り当てられていたダンプカーは，原告が所

有ないし管理する資産であるのみならず，原告の主要な事業である

産業廃棄物の収集運搬業務を遂行するために必要不可欠な営業用車

両であったから，Ａ７及びＡ６がダンプカーの鍵の返却を拒んだこ

とは，ダンプカー自体を排他的に占有することで原告の所有権ない

し管理権の実現や原告の事業の遂行を妨げかねないものであって，

労働者の争議行為の態様として正当性があるとはいい難いものとい

わざるを得ない。したがって，Ａ７及びＡ６が原告の業務命令に違

反してダンプカーの鍵を返却しなかったこと（解雇理由④）は，本

件就業規則３６条１号ないし５号の各事由に準ずるものとして同条

６号の懲戒事由に該当すると認めるのが相当である。 

(ｲ) そこで更に，原告が解雇理由③をもってＡ７及びＡ６を解雇した

ことに合理性，相当性があるか否かについて検討するに，前提事実

等によれば，Ａ７及びＡ６が原告に対しダンプカーの鍵を返却しな

かったのは，Ｂ１社長が，平成２７年８月７日，Ａ６に対し，原告

の産業廃棄物の収集運搬部門を縮小し，これに併せてダンプカーも

処分することを考えており，その場合，ダンプカー運転手である本

件分会の組合員らにも原告を退職してもらうことになる旨の発言を

したこと（８月７日のＢ１社長発言）に加え，従前から原告による

不当労働行為を継続的に受けていたことから，有給休暇の取得やス
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トライキを中止して原告に出社してもダンプカー運転手としての仕

事を失う可能性があることを危惧したためであることが認められる

のであって，原告によるダンプカーの運行を実力で阻止し，その業

務を積極的に妨害して団体交渉を有利に進めることを意図して鍵の

返却を拒んだものとまではいえない。また，前提事実等において認

定したとおり，原告は，管理していたダンプカーの鍵のうちマスタ

ーキーはダンプカー運転手の保管に委ねていたが，スペアキーは原

告において保管されていたことが認められるから（前提事実(2)ア），

Ａ７及びＡ６がダンプカーの鍵（マスターキー）を返却しなかった

としても，それにより同人らに割り当てられていたダンプカーの使

用ないし運用が一切不可能となったとはいえず，業務命令違反によ

る原告の業務への影響は限定的であったといえる。以上の諸事情を

総合すれば，Ａ７及びＡ６が業務命令に違背してダンプカーの鍵を

返却しなかったことをもって労働者としての地位を喪失させるのは

重きに失すると解さざるを得ず，社会通念上相当であるとは認めら

れない。 

   エ 解雇理由④（Ａ６に係る無断欠勤）について 

Ａ６の本件ストライキ権行使が組合活動として正当性を欠くもので

はないことは，前記６(2)アにおいて説示したとおりであり，原告が

これを無断欠勤として扱ったことは相当ではなく，Ａ６に係る解雇理

由④が本件就業規則３６条６号の解雇事由を構成するとしても，同事

由を理由として解雇することは相当性を欠くものというべきである。 

オ 解雇理由の追加（本件アップロード行為及びＡ３夫妻に係る２度の

ダンプカーの衝突事故）について 

(ｱ) 原告は，本件アップロード行為は，Ｂ１社長の了解なく行われた

ものであるのみならず，実質的にも，原告の業務に支障を及ぼすも
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のであり，また，Ｂ１社長の肖像権や原告のプライバシーを侵害す

る違法な行為であるから，正当な組合活動とはいえず，かかる事由

は，Ａ３分会長ら３名について本件就業規則３６条６号の解雇理由

を構成する旨を主張する。しかし，本件アップロード行為は，本件

解雇の後に生じた事情であり，もとより本件解雇の合理性を基礎づ

ける事情とはなり得ないから，原告の上記主張は採用することがで

きない。 

(ｲ) 原告は，Ａ３夫妻が，これまで，業務上のダンプカーの衝突事故

を２度も起こしたことをもって，いずれも職業運転手として著しく

不適格であり，今後の運転技能の改善も見込めないから，いずれも

本件就業規則３６条２号及び同条６号に該当する解雇事由がある旨

を主張する。 

  この点，Ａ３夫妻は２回にわたりお互いのダンプカーを衝突させ

る事故を起こしたことが認められるところ（当事者間に争いがない。），

両者がダンプカーの運転を主たる業務として原告に雇用されていた

ことを踏まえれば，上記の出来事は，本件就業規則３６条２号の解

雇事由（従業員の就業状況または勤務成績が著しく不良で，就業に

適さないと認められるとき）を基礎づける事情となり得るものとも

解される。もっとも，いずれの事故もＡ３夫妻がそれぞれ運転して

いる車両間で生じたものであり，事故の結果も原告車両の物損にと

どまるものであったこと，原告において，Ａ３夫妻に対し事故に関

する届出を求めたことは認められるものの，それ以外に同人らの就

業状況や勤務態度に関し指導や教育が行われ，あるいはＡ３夫妻に

おいて過去に懲戒処分を受けた形跡はないこと，Ａ３夫妻は上記事

故後もダンプカー運転手として原告の業務に引き続き従事しており，

事故後の同人らの就業状況や勤務成績が殊更に不良であったと認め
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るに足りる的確な証拠もないことなどを踏まえれば，Ａ３夫妻がダ

ンプカー運転手としての技能を著しく欠き，そのまま就業させてお

くことが不適であるとまでは評価し得ないから，上記の事故の存在

をもって同人らの労働者としての地位を喪失させるのは重きに失す

ると解さざるを得ず，また，社会通念上相当であるとは認められず，

このことはＡ７に関する上記ウの事情を考慮しても左右されない。 

カ 以上によれば，本件解雇は，客観的に合理的な理由を欠き，社会通

念上相当であると認められないから無効と解するのが相当である。 

(2) 不当労働行為の成否 

原告が，Ａ３分会長ら３名に対して行った本件解雇は，労働者として

の地位を喪失させるものであるから，不利益取扱いに該当するところ，

上記(1)において説示したとおり，本件解雇は合理性又は社会的相当性を

有しない無効なものであると解されることに加え，前記１(2)及び(3)に

おいて認定した本件解雇に至る経緯を全体としてみれば，本件解雇は，

本件団交申入れを受けて以降，継続して組合嫌悪の情を有していた原告

が，前記２ないし８において説示した原告の一連の不当労働行為に続け

て，Ａ３分会長ら３名の労働契約上の地位を喪失させて本件分会の活動

を阻止するために行ったものであると推認し得るから，本件解雇は，Ａ３

分会長ら３名が本件組合等の組合員であることや本件団交申入れ等の本

件組合等の正当な組合活動の故に行われた不利益な取扱いであると認め

るのが相当である。 

加えて，上記のとおり，本件解雇は，本件分会において役職を有する

Ａ３分会長ら３名を原告の事業所内から排除することで本件組合等の弱

体化を企図したものといえるから，本件組合等の運営に対する支配介入

にも該当するものと認められる。 

(3) 以上によれば，本件解雇は，労組法７条１号本文前段及び同条３号本
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文前段の不当労働行為を構成するものと認められ，他に同認定を覆すに

足りる的確な証拠はない。 

10 争点(9)（本件解雇後のＡ３分会長ら３名の中間収入を控除しないまま未

払賃金全額のバックペイ相当額の支払いを命じた本件救済命令に違法があ

るといえるか）について 

(1) 原告は，中労委が，本件救済命令において，Ａ３分会長ら３名が本件

解雇の効力発生後に別の就業先からアルバイト収入等を得ていたにもか

かわらず，その収入分を控除しないまま本件解雇の日の翌日から原職に

復帰するまでの間の未払賃金全額のバックペイ相当額の支払を命じたこ

とについて，裁量権を逸脱した違法がある旨を主張するので，以下検討

する。 

ア 労組法２７条が定める労働委員会の救済命令制度は，労働者の団結

権及び団体行動権の保護を目的とし，これらの権利を侵害する使用者

の一定の行為を不当労働行為として禁止した同法７条の規定の実効性

を担保するために設けられたものであるところ，同法が，上記の禁止

規定の実効性を担保するために，使用者の規定違反行為に対して労働

委員会という行政機関による救済命令の方法を採用したのは，使用者

による組合活動侵害行為によって生じた状態を救済命令によって直接

是正することにより，正常な集団的労使関係秩序の迅速な回復，確保

を図るとともに，使用者の多様な不当労働行為に対してあらかじめそ

の是正措置の内容を具体的に特定しておくことが困難かつ不適当であ

るため，労使関係について専門的知識経験を有する労働委員会に対し，

その裁量により，個々の事案に応じた適切な是正措置を決定し，これ

を命ずる権限をゆだねる趣旨に基づくものと解される。かかる労組法

２７条の趣旨に照らせば，労働委員会には上記の是正措置の決定につ

いて広い裁量権が付与されているものと解すべきであって，訴訟にお
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いて労働委員会の救済命令の内容の適法性が争われる場合においても，

裁判所は，労働委員会の裁量権を尊重し，その行使が上記趣旨，目的

に照らして是認される範囲を超え，又は著しく不合理であって濫用に

わたると認められるものでない限り，当該命令を違法とすべきではな

いものと解すべきである（最高裁昭和４５年（行ツ）第６０，第６１

号同５２年２月２３日大法廷判決・民集３１巻１号９３頁参照）。こ

れを踏まえると，労働委員会は，具体的な救済方法として使用者に未

払賃金等のバックペイを命ずるに際し，中間収入控除の要否及びその

金額を決定するに当たっては，当該解雇による被解雇者個人が受ける

個人的な経済的被害を救済する観点及び当該解雇による組合活動一般

に対する侵害を除去し，集団的労使関係秩序を回復，確保する観点か

ら総合的な考慮をする必要があり，いずれか一方の考慮を怠り，又は

救済の必要性の判断において合理性を欠くときは，上記裁量権の限界

を超え，違法とされることを免れないと解すべきである（前掲最高裁

判所昭和５２年２月２３日大法廷判決）。 

イ これを本件について見るに，前提事実等において認定したとおり，

Ａ３分会長ら３名は，本件解雇後，１か月に数日程度のアルバイトを

行ったほか，無職又はアルバイト，派遣社員等の非正規雇用として就

業するのみで経済的収入のみならずその就労自体が不安定な状況が続

いていたこと，Ａ７については，平成２８年１０月以降，日給の運転

手として稼働するようになったが，その収入は原告に在籍していた当

時と比較すると約６割程度にとどまるなど，いずれも，本件解雇によ

って原告に在籍していた当時より相当悪化した労働条件の下での就労

を余儀なくされたことが認められる。また，本件分会の組合員は，原

告による一連の不当労働行為の結果，順次本件分会を脱退していたと

ころ，本件解雇によりＡ３分会長ら３名及びＡ８が解雇されたことに
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より，平成２７年１０月１４日以後，原告の従業員の中に本件組合等

に属する者は存在しなくなり（前記１(4)カ，(5)ウ），本件分会の組

合活動は著しく制約され，本件組合等の労働組合としての活動は重大

な打撃を受けたものといえる。加えて，原告は，本件団交申入れを受

けて以降，組合嫌悪の情に基づき，前記２ないし９において認定し説

示したとおりの不当労働行為を継続して行っていたことからすれば，

組合活動に著しく介入するだけでなく，組合組織を原告から排除する

こと自体を意図していたものと解さざるを得ず，これにより，本件組

合等はその活動について甚大な打撃を被ったものといえる。以上の諸

事情を総合すれば，本件救済命令が，Ａ３分会長ら３名の本件解雇後

の収入を中間収入として控除せずに未払賃金全額のバックペイ相当額

の支払を命じたとしても，直ちに上記のような実害の回復以上のもの

を使用者に要求するものとは評し難く，また，本件解雇を含む原告の

一連の不当労働行為が組合活動一般に与えた侵害の程度は甚だしいと

いえ，本件解雇により憲法２８条により保障される労働者の団結権等

が著しく制約されたことも踏まえると，本件申立てに係る救済方法を

選択するに当たっては，個人的な経済的被害の救済の観点に加えて，

集団的労使関係秩序を回復，確保する必要性も高かったものというべ

きである。 

よって，中労委が本件救済命令において中間収入を控除せずに未払

賃金全額のバックペイ相当額の支払を命じたことに裁量権の逸脱又は

濫用があったということはできず，他に同認定を覆すに足りる的確な

証拠はない。 

(2) また，原告は，Ａ３分会長ら３名の原告に対する私法上の権利（賃金

請求権等）は全て時効により消滅している旨を主張する。しかしながら，

前記(1)アにおいて説示したとおり，労組法２７条が定める労働委員会の
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救済命令制度は，労働者の団結権及び団体行動権の保護を目的とし，こ

れらの権利を侵害する使用者の一定の行為を不当労働行為として禁止し

た同法７条の規定の実効性を担保するために設けられたものであり，本

件救済命令も，Ａ３分会長ら３名の私法上の請求権の存在を前提として

原告に賃金等の支払を命じたものではなく，不当労働行為からの救済方

法として一定の金員の支払義務の履行を原告に命じるものであるところ，

Ａ３分会長ら３名の原告に対する私法上の権利（賃金請求権等）に係る

消滅時効の期間が経過していたとしても，そのことをもって，不当労働

行為によって生じた状態を是正する必要がなくなったとはいえないから，

原告がＡ３分会長ら３名の私法上の権利（賃金請求権等）の消滅時効を

援用したからといって，本件救済命令が裁量権の逸脱，濫用に当たり違

法となるとはいえない。 

(3) したがって，本件救済命令がＡ３分会長ら３名の本件解雇後に得た中

間収入を控除せずに未払賃金全額のバックペイ相当額の支払を命じたこ

とが違法である旨の原告の主張は採用することができない。 

11 争点(10)（本件組合等による本件申立てが権利濫用等に当たるものとし

て許されないといえるか）について 

原告は，本件組合等において原告が倒産するという虚偽の事実を告げて

原告の従業員を本件分会の組合員に勧誘したこと，事前の予告や約束もな

いまま本件団交申入れをし，その際，本件撮影行為を行ったこと，本件撮

影行為に係る動画をユーチューブに投稿（本件アップロード行為）したこ

と，Ｂ１社長の自宅に参集して反社会的勢力が使うような違法な態様，手

段で街宣行動等を行ったこと，原告の取引先に初審命令の写しを交付する

などして原告の業務を妨害したことに照らせば，本件申立ては，不当労働

行為救済制度の目的を逸脱するものであり，信義則違反又は権利濫用に当

たる旨を主張する。 
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しかしながら，本件組合等が本件分会の結成に際して，原告が倒産する

旨の虚偽の事実を告げて原告の従業員を組合員に勧誘していたとは認め難

いことは前記９(1)イ(ｳ)において，また，原告が指摘する本件団交申入れ

の態様，本件撮影行為が組合活動としての正当性を欠くものではないこと

は前記２(3)においてそれぞれ認定し説示したとおりであるから，これらの

事情をもって本件申立てが信義則に反し又は権利の濫用に当たると解する

ことはできない。 

次いで，本件組合等は，平成２７年１０月３日，本件解雇に抗議すると

して，本件撮影行為に係る動画データをユーチューブにアップロードし（本

件アップロード行為。前提事実(4)シ），また，証拠及び弁論の全趣旨によ

れば，本件組合等は，同年１１月２７日，原告の不当労働行為に抗議する

などとして，原告の本店所在地であるＢ１社長の自宅前に多数参集し，幟

を立てたり，拡声器を使用してシュプレヒコールを繰り返すなどの街宣活

動を行い，その際，Ｂ１社長の自宅の玄関チャイムを幾度も鳴らしたり，

在宅していたＢ１社長の妻であるＢ４取締役に向けて罵声を発するといっ

た行動をしたことが認められる。しかして，不当労働行為救済制度は，憲

法２８条における団結権等の保障を実効ならしめ，使用者による不当労働

行為から労働組合等を保護するものであり，労働組合等が労働委員会に救

済を申し立てることは，労組法が労働組合等に保障している権利の行使に

ほかならないところ，本件組合等が本件申立てにおいて救済を求めた事項

は，前記２ないし９において認定し説示したとおり，いずれも労組法７条

各号の要件を充たす不当労働行為と認められるものである。また，本件組

合等による本件アップロード行為及び上記の街宣行為等は，いずれも原告

の不当労働行為がされた後に行われたものであって，かかる本件組合等の

所為がそれ自体として違法性を帯び，あるいは，組合活動としての正当性

を欠くものであったとしても，そのことから直ちに本件申立てに係る原告
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の不当労働行為の成否が左右されることにはならない（なお，原告は，本

件組合等が原告の取引先に初審命令の写しを交付するなどして原告の業務

を妨害した旨を主張するところ，本件全証拠を子細にみても，かかる事実

を認めるに足りる的確な証拠はないが，この点を措くとしても，原告は上

記の行為があった時期は平成３０年４月２０日であると主張しており，本

件申立てにおいて救済を求められた原告の不当労働行為の後であるから，

かかる事実の存在を前提としても，本件申立てに係る原告の不当労働行為

の成否が左右されるものではないことは，上記と同様である。）。そうする

と，本件組合等が本件アップロード行為をなし，また，Ｂ１社長の自宅前

において街宣行為等を行ったことをもって，本件申立てが不当労働行為救

済制度の目的を逸脱した不当な申立てであるとは認められない。 

以上によれば，原告が主張する本件組合等の各行為はいずれも本件申立

てが信義則に違反し又は権利の濫用であることを基礎づける事情とはなら

ないから，原告の上記主張は採用することができない。 

12 争点(11)（中労委の審査手続に違法があるといえるか）について 

原告は，中労委が本件救済命令を発するにつき，本件組合等において，

原告が倒産するという虚偽の事実を告げて原告の従業員を本件分会の組合

員に勧誘したこと，事前の予告や約束もないまま本件団交申入れをし，そ

の際，本件撮影行為をしたこと，本件撮影行為に係る動画をユーチューブ

に投稿（本件アップロード行為）したこと，Ｂ１社長の自宅に参集して反

社会的勢力が使うような違法な態様，手段で街宣行為等を行ったこと及び

原告の取引先に初審命令の写しを交付するなどして原告の業務を妨害した

ことについて，事実認定の対象として取り上げていないか，少なくとも原

告が求めるような形で事実認定の対象としなかったことは，労組法２７条

の１２第１項及び３項に違反するものであるから，本件救済命令は取り消

されるべきである旨を主張する。原告の上記主張は，中労委が考慮すべき
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事項を考慮しないまま本件救済命令を発したことが裁量権の逸脱，濫用に

当たる旨を主張する趣旨と解される。 

しかし，前記１０(1)アにおいて説示したとおり，救済命令における是正

措置の決定に関し，労働委員会には広い裁量権が付与されているものと解

すべきであって，訴訟において労働委員会の救済命令の内容の適法性が争

われる場合においても，裁判所は，労働委員会の裁量権を尊重し，その行

使が上記趣旨，目的に照らして是認される範囲を超え，又は著しく不合理

であって濫用にわたると認められるものでない限り，当該命令を違法とす

べきではないものと解すべきである（前掲最高裁昭和５２年２月２３日大

法廷判決）。しかるところ，原告が主張する上記の各事情のうち本件組合等

において原告が倒産するという虚偽の事実を告げて原告の従業員を本件分

会の組合員に勧誘したとの事実は認められないこと，本件団交申入れや本

件撮影行為が組合活動としての正当性を欠くものではないこと，また，本

件組合等がなした本件アップロード行為及びＢ１社長の自宅等における街

宣活動等は，いずれも本件申立てにおいて本件組合等が救済を求めた原告

の不当労働行為がされた後に行われたものであって，かかる本件組合等の

所為がそれ自体として違法性を帯び，あるいは，組合活動としての正当性

を欠くものであったとしても，そのことから直ちに本件申立てに係る原告

の不当労働行為の成否の判断が左右されることにはならないことは，いず

れも前記１１において説示したとおりである。それゆえ，本件救済命令に

係る命令書において，上記の事情に係る判断が明示的に言及されていなか

ったとしても，中労委のなした本件救済命令が，労組法２７条の趣旨，目

的に照らして是認される裁量権の範囲を超え，又は著しく不合理であって

濫用にわたるとは認められず，労組法２７条の１２第１項及び同条３項に

違反するともいえない。したがって，本件救済命令に係る中労委の審査手

続に違法がある旨の原告の主張は採用することができない。 
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13 以上のほか．原告のその余の主張も，いずれも前記１ないし１２の原告

に係る不当労働行為の成否及び本件救済命令の相当性についての認定判断

を左右するに足りるものとは認められない（なお，原告は，当審の口頭弁

論終結後の令和３年１０月２１日，Ａ３分会長及び本件組合がＢ１社長の

自宅前で行った街宣活動等及び原告の取引先に対して行った街宣活動等が

違法な行為であることを追加立証するためとして，口頭弁論再開の上申書

及びＢ１社長がＡ３分会長及び本件組合に対して損害賠償を求めて提起し

た民事訴訟（東京地方裁判所平成３１年（ワ）第７８０４号，同裁判所令

和３年（ワ）第４６５３号）の判決書（写し）を提出している。しかし，

前記１１において説示したとおり，上記の各街宣活動等が存在し，それが

違法ないし不当とされる部分があったとしても，それによって本件申立て

が信義則に反し又は権利の濫用になるとは解し得ないから，本件において，

原告が請求する上記の民事訴訟事件の判決書（写し）を取り調べるために

口頭弁論を再開する必要があるとは認められない。）。 

第４ 結論 

以上のとおり，原告の本件各行為が不当労働行為を構成するとした本件

救済命令の判断は正当であり，本件救済命令が定めた救済方法も相当であ

るから，本件救済命令に取り消されるべき違法はないというべきである。 

よって，原告の請求は理由がないから，これを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 

 東京地方裁判所民事第１９部 


